
~ 

3下位企業の競争優位の維持可能性

(l)alertnessと先発者の優位性

ドライビールがキリンビールの 「ラガー」の業界標準としての地位を動揺さ

せたためにビール産業に大きな変化が起こったとしても、そのなかでアサヒビ

ールがマーケットシェアを増大させるためには、アサヒビールがドライビール

のセグメントで勝利しなければならない。 しかし、なぜ強力な販売力をはじめ

とする豊富な経営資源を有するキリンビールに対して、下位企業であるアサヒ

ビールが、 一時的に競争優位性を獲得するだけではなく、それを維持すること

ができたのであろうか。

Kirzner(1973)は、特定の企業が超過利潤をあげられる理由をその企業(に属

す企業家)のalertnessという資質に求めた。alertnessとは、超過利潤をもたらす

事業機会を見いだすことができる 「目利きの速さ」を意味する。Kirznerは、事l

潤機会が潜在的には企業をとりまく環境に遍在していると仮定し、企業に

alertnessが備わっているか否かで、その企業が他社よりも早くその事業機会に

気づいて超過利潤をあげられるかどうかが決まると説明する。

では、なぜアサヒビールがalertnessを発揮できたのであろうか。これについ

てはいくつかの説明が可能であろう。従来ビール産業では、味を変えることは

タブー視されていた。そのため各企業は、味以外の点で新しい特徴を持つ製品

を開発してきた。 しかし、アサヒビールは、 1985年にマーケットシェアがつい

に10%を割るという危機的状況に陥ったために、思い切った発想の転換ができ

たのかもしれない。

また、アサヒビ ルは、マーケットシェアの回復には直結しなかったものの、

従来から新製品開発に積極的であった。見方を変えれば、この間の努力は、考

えられる成長機会の代替案を次々に試していくことによって、マーケットシェ

アの変動に結びつかなL、(という意味で誤った)代替案を消去し、全く新しい代

替案を探索する必要性を認識するのに役立ったといえる。この 「代替案消去に
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よる学習」を行なったために、アサヒビールは機会の探索の方向を変えること

ができたのかもしれなL、(Asaba、1990)。

いずれにせよアサヒビールは、満たされていないニーズを見つけることがで

きたので、競争優位性を獲得することができたのであろう 。このようにして獲

得された超過利潤は、独占利潤ではなく alertnessという限られた企業者の資質

によってもたらされるものなので、 Rumelt(1987)はそれを 「企業者レント」と

呼んでいる。

ただし、 Rumelt自身が企業者レントは準レントであると考えていることから

もわかるように、いったんある企業がalertnessを発留して競争優位性を獲得し

でも、超過利潤が発生して事業機会が顕在化すると、その事業機会にライバル

企業も参入し、結局は超過利潤が消滅してしまう(岩井、 1985)。とくに、新規

参入企業や下位企業よりも豊富な経営資源を有する既存の大企業が存在する場

合、結局は後者が前者を駆逐してしまうことはよくある。ビール業界でも、例

えば家庭用ミニ樽入り生ビールの場合には、アサヒビールが初めて発売しでか

なりの人気を博したが、いったんこのニーズが明らかになると、他社も類似の

製品を発売して追随し、販売カにまさるキリンビールが市場をおさえてしまっ

た。 したがって、アサヒビールがドライ戦争に勝利した原因は、 aJertnessが備

わっていただけではないと考えられる。

アサヒビールが一時的に競争優位性を獲得しただけではなく、それを維持す

ることができた理由の lつには、ドライビールというセグメントにおけるアサ

ヒビールの先発の優位性があげられるであろう注目。たとえば、消費者の晴好の

形成について、 Carpenter;Nakamoto(1990)はつぎのような先発の優位性が働く

と述べている。とのような製品属性を評価すべきか消費者が事前に知らない全

く新しい製品の場合には、消費者は試行を繰り返しながら自分の好みを決めて

いく 。とすれば、消費者が最初に試行するのは先行者のブランドなので、消費

者は自然と先行者のブランドに近い好みを形成するようになる。そのため、後

から参入したブランドは、消費者の好みを変えるためになんらかのプレミアム

目先発の優位性については、 MacMillan(1983)、Lieberman;Montgomery(1988)、

Mitchel(1989)を参照されたい。
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を払わなければならない。 ドライビールのセグメントでは、 「スーパードライ 」

が先行プランドであった。加えて、先に述べたように、ドライビールの本家本

元が 「スーパー ドライ 」であるかのような印象を消費者が抱く事件が起こった。

そのために、 「スーパードライ」がドライビールの基準となったと考えられる

のである。

たしかに上記の点は、アサヒビールの勝利の原因をある程度説明してくれる

であろう 。しかし、アサヒビールのマーケット νェア増大の原因をよく見てみ

ると、たしヵ、にドライビーlレのセグメントにおいて 「ス ノfー ドライ 」均〈もっ

とも売れているが、 1988年にはキリンビールのドライビールも健闘している。

アサヒビールのマーケットシェアが急増し、キリンビールのそれが減少した原

因としては、ドライビールにおけるアサヒビールの勝利よりも、ラガービール

の市場が縮小したこと、さらにキリンビールがその後ドライビールから力を抜

いていったことの方が大きい(表 2-1参照)。とすれば、アサヒビールが競争優

位性を維持できた要因は、先行者の優位性だけではないだろう 。

(2)市場ポジションの非対称性にもとづく競争優位性の維持

アサヒビールの成功は、ライバル企業の追随が早くて激烈な競争が繰り広げ

られたために、ドライビールの市場が拡大し、その拡大した市場に対してライ

バル企業が十分な反撃を行なえないような仕組みが、先発の優位性以外にあっ

たためにもたらされたと考えられる。そこで、以下でその仕組みを、製品差別

化あるいはプランドのポジショニングという観点から分析する。

以下のモデル分析は、製品増殖(productproliferation)による参入阻止の研究

とそれに対する批判的研究をベースにしている。製品増殖とは、既存企業が次々

と新製品を導入することによって、新規参入者が新製品を導入する余地がない

ように市場のスペースを先占めして参入を阻止するという戦略である。その慨

略を述べると次のようになる。いま、 A、Bという 2つの財があり、固定的で

回収不能な導入時の費用が発生した後には、雨対とも一定の限界費用で生産さ

れ、それぞれの企業が利潤を最大にするように価格を設定するベルトラン競争

を行なうとしよう 。もしA財を生産していた既存企業が先にB財を導入した場
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月

表 2-1 : 1988年のビール市場

ドライ 内アサヒ 内キ リン ラガー

6.2 100 

2 8.3 94 3.6 

3 17.3 59.5 24.9 

4 23.2 48.7 28.9 

5 27.6 46.4 32.6 

6 31 49目4 32.9 

7 34目8 44.3 36.8 

8 36 47.2 34.4 

9 35.1 55 29.3 

10 30.5 58 24.6 

11 28.1 61.6 23.1 

注ーデータは毎月行われたサンプル調査を集計したものである。

出所 社会調査研究所、 HBSケース
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合、それに追随して新規企業がB財の市場に参入すると、価絡競争の結果、 B財

の価格は限界費用に等しい水準にまで下がり、利潤は Oになる。ゆえに、新規

企業は参入費用(導入時の固定的費用)をまかなえないので、追随して参入する

ことは合理的ではなくなるのであるをH 。

ところがJudd(1985)は、参入阻止の脅威が信頼できる(credible)ためには、退

出費用がかかるという条件が必要であり、それがなければ製品増殖では参入を

阻止できないことを明らかにした~" 。 その議論の概略は次の通りである 。 既

存企業が新製品を導入して製品を増殖させたにもかかわらず、新規企業もその

新製品を導入して参入したとしよう 。新製品では価格競争が起きて利潤は Oに

なる。 しかし、その新製品の価格低下は、同時に代替的な既存製品の需要を奪

う。いったん参入した新規企業には、退出費用を支払ってまで退出するインセ

ンティプはないのに対し、既存企業にとっては、退出費用を支払っても新製品

から撤退し、新製品での価格競争を回避することで、既存製品に対する需要を

維持した方が望ましい場合が考えられる。よって、退出費用が新製品からの撤

退を許さないほど高くない限り、製品増殖による参入阻止の脅威は信頼できる

ものではないのである。

このJudd(1985)の分析は、最終的なペイオフを仮定し、退出費用を変数とし

て参入阻止の可能性の比較分析を行なったものであるが、以下では、既存製品

と新製品の代替の程度を規定する新製品のポジショニングによって、既存企業

の新製品からの退出インセンティプがどのように変化するかを分析できるよう

に修正を施す。すなわち、既存製品と新製品という代替関係にある 2つの製品

からなる市場の立地モデルを作り、 2つの製品聞の代替の程度を両製品のポジ

引この説明は、 Judd(1985)による製品増殖戦略の説明である。そのもとにある

Eaton;Lipsey(1979)のモデルでは、将来市場の成長が見込まれるときの工場立地の先占

めについて分析している。また、既存製品とは異なる位置にポジショニングされた新

製品による参入が起こりうる場合の参入阻止行動を分析したものに、Schmalensee(1978)
カ〈ある。

出ここで退出費用とは、参入費用のうちのサンク ・コストではない。Judd(1985)の

例を借用すれば次のようになる。いま、企業が参入するために、 10ドルの機械を購入

し、さらにもし働かせずに解雇した場合には4ドル与えることを約束して労働者を雇
うとしよう。機械は、もし使わずに転売すれば7ドルで売れる。この場合、参入に要
する費用の内のサンク ・コストは機械の購入価格と転売価格との差の3ドルであり、
退出費用は解麗した労働者に支払われる4ドルである。
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ションの距離で表す注16 0 2つの企業がそれぞれ別の製品を供給しているよう

な状態を棲み分け状態、既存企業が既存製品と新製品を供給し新規企業が新製

品を供給して競争しているような状態を競争状態と呼ぶことにする。棲み分け

状態の既存企業の利潤([]S)と競争状態のそれ([]C)とを比較し、口s_ [] cが新

製品からの退出費用よりも大きい限り、既存企業にとっては新製品からの退出

が合理的な選択となる。その意味で、[]s _ [] cを退出インセンティプ(1)と呼ぶ。

この退出インセンティブの値が、新製品のポジショニングによってどのように

変化するかを検討するのである。

以下の分析は、次のような消費者、企業についての基本的仮定に基づいてい

る。

(A)消費者について

(i)消費者は、その噌好あるいはそれに対応する製品の特性をなんらかの指標で

位置づけたー∞から∞までの線上に一様に分布している。

(ii)各消費者の余剰は、彼(女)が最も選好する位置以外にある製品を購入した場

合、最も選好する製品と笑際に購入した製品との距離 1単位あたり 一定率 tで

減少する。すなわち、製品 lを購入した消費者の余剰(u)は、以下の式で表わさ

れる。

u ; S -PiーtI y -xi I 

s 製品 l単位を消費することから得られるグロスの便益

Pi 製品iの販売価格

y 消費者の位置

注"立地モデルとは、例えば庖舗の立地の問題を、消費者の住所から庖繍までの交

通費を考慮して分析するモデルである。庖舗の立地を製品のポジション、消費者の住

所を消費者の選好のポジション、住所から庖舗までの交通費を自分が選好しない製品

を購入することによって生じる効用のロスにそれぞれ置き換えて考えれば、このモデ

ルを製品のポジショニングの議論に適用できる。立地モデルに関しては、例えば

G問enhutet aJ.(1987)を参照されたい。立地モデルを製品のポジショニングの議論に用い

るためには特殊な仮定をおかざるをえないが、しばしばとられる手法なので以下でも

採用する。ただし以下の議論は、立地モデルを用いなくとも同様の結論が得られる。

それについては付論 lでlつの試みを示しておく。
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Xi 製品iの位置

(iii)各消費者は、

u> 0ならば製品を購入する。

u = 0ならば製品を購入するかしないか無差別である。

uく Oならば製品を購入しない。

(iv)各消費者は、 uが最も大きくなるような製品を 1単位だけ購入する。

(B)企業について

(i)競争は、既存企業と新規企業の間で行なわれる。ゲームの初期状態は、既存

企業が地点。に位置する製品(以降製品 0)を独占的に供給している市場に、新

規企業が地点x(>s/2t)に位置する製品(以降製品 1)を発売して参入し、それに

対して既存企業が追随して製品 lを発売した状態とする即 7。企業関の市場地位

についての非対称性として、既存企業は製品 O、 lを供給できるのに対し、新

規企業は製品 lだけしか供給できないとする。

(i i)各企業とも、いずれの製品ついても、限界費用は等しく o(一定)とする。

(iii)もし 2社が同じ位置の製品を販売する場合、価格を競争手段とするベルト

ラン競争が行なわれ、均衡ではその製品の価格は限界費用に等しく 0となる。

既存企業は、それを前提として、利潤を最大化するように製品 Oの価格を設定

する。

このような仮定にもとづいて以下で分析を行なうが、その前にモデルのイメ

ージをもつために、新規参入が起こる前の既存企業がどのような行動をとるか

を示しておくことにする(図 2-9参照)。

yが次のような条件を満たす場合、 -yからyまでの範囲に位置する消費者は製

品Oを購入する。

u = s -Po -t I y I = 0 

制 2つの製品があまりに近い(x壬s!2t)と、 P1の若干の低下が、地点。より左側に位

置する消費者の需要まで獲得することになり、需要関数が非連続になってしまう。以

下では、それを避けるために、 x>s/2tの範囲で分析を行なう。この問題は、効用のロ

スを距離の二乗に比例するようにするか、あるいは付論で示されるように立地モデル
を用いなければ、避けることができる。これについては、 TiroJe(1988)、d'Aspremontet 

a1.(1979)を参照されたい。
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図2-9 :独占状態の企業行動

u 

s(2 

ーC口 -y 。
y 00 



『司..--

よって、独占企業が供給する製品 0に対する需要(DOm)は、

DOm = 2y = 2(s -PO)/t 

となり、製品 0から得られる利潤(llOm)は、

II 0 m = PODO m = 2PO(s -PO)/t 
)
 
1
 
(
 

で表わされ、その最大値は、

II Om = s'/2t (PO = s/2) 

となるのである。

それでは、新規企業が参入して既存企業が追随したとき既存企業の退出イン

センティブがどうなるか、以下で3つのケースに分けて検討しよう 。

(a)ケース l 両製品が独占価格(Pj= s/2)をつけると需要を取り合う範囲に製

品1がポジショニングされる場合、すなわちx< s/tの場合を考え

よう(図 2・10参照〕。

-競争状態

2つの企業が製品 1の市場で競争した場合、製品 1ではベルトラン競争が起

こり、均衡では製品 1の価格は Oとなる。ゆえに、両社とも製品 1から獲得す

る利潤は Oとなる。

では、製品 Oに対する需要はどうなるであろうか。製品 0、 1の価格をそれ

ぞれ旬、 Pjとすると、製品 0と製品 1との問に位置する消費者は、

製品 0を購入した場合 u=s-Po-ty 

製品 1を購入した場合 u = s -Pj -t(x -y) 

の余剰を獲得する。ゆえに、どちらの製品を購入しでも無差別であるような消

費者は、次の式を満たすようなyにいることがわかる。

s -Po -ty = s -Pj -t(x -y) 
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図2-1 0 :製品ポジションと消費者の製品選択1
s/2t < x < 6s/7t 
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ゆえに、製品 0より左側、もしくは製品 lより右側にいる消費者も考慮する

と、製品 lに対する需要(Dj)は、

Dj = (s -Pj)/1 + (Pj -Pj + 1x)/21 

= (Pj -3pj + 1x + 2s)/21 (ただしj，<j)
(2) 

と表わすことができる。

したがって、 Pl= 0のときの製品 0に対する需要(DO)は、

DO = (-3PO + 1x + 2s)/21 

であり、既存企業が競争状態で製品 0から獲得する利潤(rrC)は、
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となる。

-棲み分け状態

では、既存企業が製品 lから撤退して価格競争を回避した場合にはどうなる

であろうか。(2)式より、製品iから得られる利潤(rrj)は、
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と表わすことができるU¥ここで各企業は、相手の価格を所与として利潤を

最大化するように自社の価格を決めると考える。両社はsymme1ryなのでPj= 

Pjとして、

a rr / a Pj = 0 
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を解くと、

四もし参入時になんらかの費用がかかるとすれば、新規企業の利潤はこれから会
入費用を引かなければならないが、以下の分析にはこのままで支障はない。 り
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となり、このときにどちらの企業の利潤も等しく最大となる注..。よって、既

存企業の棲み分け状態における利潤(口 s)の最大値は、

rr5 = 3(tx + 2s)'150t 

となる。

ただし、 xの値いかんでは、 Pj= Pj = (tx + 2s)/5で両製品が競合しない場合

がある。それは、 x~ 6s!7tの場合である(図 2-11参照)。このときには、両製品

が、そのちょうど中間に位置する消費者の余剰がOになるような価格を設定し

て、両製品聞の需要を折半することが望ましL、注目 。つまり、

u = s -P j -t x/2 = 0 

を満たすような価格を設定するときであり、そのときの既存企業の利潤は、
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となる。

以上の結果から、 0<x<5/tにおけるIを計算しよう。s/2tく Xく 6s!7tのとき

には、

1 = rrs -rrc = 3(tx + 2s)'150t・(tx+ 2s)'/24t = l1(tx + 2s)'/600t >0 

となり、 6s!7t~王 x< s/tのときには、

1 = rr 5 _ rr C = x(s -tx/2)ー(tx+ 2s)'/24t 

= (ー13tγ+20stx -4s')/24t > 0 

となる。

(b)ケース 2 両製品が独占価格をつけている限りは競合が起こらないが、一

方の価格がOになると競合が起こるような範囲に製品 lがポジ

別ここで、新規企業が参入したときの既存企業の最適価格が独占価格よりも高く

なっていることに注意されたい。すなわちこれは、競争(企業数の増大)が市場価格

を引き下げるという常識から逸脱する現象である。これは、 Rosenthal(1980)が注目した

現象と同じであることを、小林孝雄教授 (東京大学)より指摘していただいた。

回付論2を参照。
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図2-1 1 :製品ポジションと消費者の製品選択2
6s/7t ~ x < s/t 
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ショニングされる場合、すなわちS/1~ x < 3s/21である場合を考

えよう(図 2-12参照)。

-競争状態

ケース 1の競争状態と同じ価格で両製品が競合する限り、
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となる。ただし、この価格では両製品が競合しない場合がある(図 2-13参照)。

すなわち、 1Os171 ~玉 x という場合である 。 この場合には、製品 O と製品 l との

間にいる消費者のなかで製品 lを買わないすべての人が、製品 0を購入するよ

うな価格づけをすることが、既存企業の利潤を最大にする即 1。そのような消

費者のうち製品 0からもっとも離れたところに位置する消費者は、次のような

式を満たすyにいる。

u :;; S・l(x-y)ー。;0 
'.y ; (-s + lX)/1 

したがって、既存企業は、

u ; s -1(-S +lx)/1‘ PO ; 0 

を満たすような価格を設定すればよい。そのときの利潤は、

)
 
x
 

t
 
s
 

吋
〆
-

-司

n
U
 

nr 
(
 

t
 
/
 
)
 
s
 

x
 
t
 
(
 
)
 
x
 
t
 

e
 

司
，4

-
(
 

今
，&

-一
-
C
 
円
H

となる。

-楼み分け状懇

このケースの場合、接み分け状態では商社とも独占価格をつけても競合する

ことはなし、。 したがって、
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のとき利潤が最大となる。

以上の結果から、 S/1~ x < 10s171のとき、

目付論3を参照。
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図2-1 2 :製品ポジションと消費者の製品選択3
s/t ~ x < 105!7t 
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図2・13:製品ポジションと消費者の製品選択4
10s/7 ~ tx < 3s/2t 
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[ = s'/21・(lx+ 2s)'/241 = (8s' -4S1x・l'x')/241

となり、 10s/71;玉xく3s/21のとき、

[ = s'/21 -2(2s -lx)(lx -S)/1 = (9s'ー12s1x+ 41'X')/21 

となる。

(c)ケース 3・一方の製品の価格が O、もう一方の製品が独占価格をつけてい

ても、両製品が競合しない範囲に製品 lがポジショニングされ

ている場合、すなわち3s/21;;;xの場合を考えよう(図 2-14参照)。

-競争状態

この場合、製品 1の価格がOになったとしても、製品 Oの需要には影響はな

い。ゆえに既存企業にとって製品 Oの価格を独占価格にすることが利潤を最大

化する。よって、
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となる。

-棲み分け状態

この場合、ともに独占価格をつけることが利潤を最大化することは明らかで

ある。ゆえに、
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となる。 したがって、[= n s _口 c= 0となる。

以上の分析から次のようなことがわかる。導出された退出インセンティブが

退出費用を上回るようなケースでは、既存企業が退出費用を支払っても製品 l

から退出することが合理的な決定となる。ゆえに、既存企業の退出インセンテ

ィブが退出費用を上回る範閉に、新規企業が新製品を出せば、たとえ既存企業

が追随してきても、早晩既存企業はそのセグメントから退出することが予想、さ

れる。
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図2・14:製品ポジションと消費者の製品選択5
3s/2t ~ x 
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ただし、退出インセンティブが退出費用を上回って楼み分け状態になること

が予想されても、新規企業が実際に参入するためには、参入後の利潤が参入費

用をまかなわなければならなし、。nsは、 xがs/tまではxの増加関数であり、 xが

s/t以上では一定(s'/2t)なので、参入費用を一定とすれば、実際に参入が起こる

ためにはxがある程度大きくなければならない。

さらに、退出インセンティブは、 xが大きくなるにつれて増大し、 xが6s17t

のとき最大になり、次第に減少していく(図 2-15参照)。つまり、退出費用を一

定とすれば、製品のポジショニングが既存製品にあまりに近いとき、もしくは

あまりに遠いときには、既存企業は既存製品への影響を懸念することなく新製

品に参入して競争することができる。それに対して、新製品が中間的なポジシ

ョニングであるときには、競争が激化すると既存製品の需要に影響がでるので、

既存企業にとっては参入しないか、あるいは参入しでも撤退した方が望ましい

のである。

換言すれば、退出費用を一定としたとき、新規企業が先に新製品を導入しで

も、それと既存製品との代替性があまりに強い、あるいはあまりに弱い場合に

は、すぐに既存企業が追随して苦しい戦いを強いられる。ゆえに、そのような

新製品における新規企業の競争優位性の維持可能性は低い。他方、代替の程度

が中間的な新製品を導入する戦略は、競争優位性の維持可能性が高いといえる

のである。

このような分析結果は、ビール産業の事例と整合的であろうか出¥まず、

これまでの新製品のうち、家庭用樽入り生ビール、大瓶入り生ビール、 「スー

ノ守一ドライJを比べてみよう 。まず、新製品の導入のねらいから、各新製品と

「ラガー」との代替関係は次のように解釈できる。新しい市場セグメントの閲

四もちろんビール産業では、価格競争よりも広告などによる販売促進競争の方が

重姿である。しかし、ビールの購買要因として評判lの果たす役割が大きく、広告が評
判を形成することを考えると、消費者の効用が広告などの販促費用の正の関数である

と考えてもよいだろう。とすれば、販促費用の増大は効用の上昇を意味するので、価

格から販促費用をひいた値をpとすれば、先のモデルと同様に消費者はp+ txが最小と
なるような製品を購入すると考えることができる。実際、営業利益がOになるまで広
告貨を拡大するアサヒビールの行動は、このモデルと整合的である。また、ビール産

業では、異なる製品問で生産設備や労働者を転用することが可能なので、退出費用は

あまり大きくないと考えられる。
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拓を目指した製品、つまり家庭用樽入り生ビールは、既存製品とは代替の程度

が非常に低い製品であると考えられる。 したがって、既存企業は既存製品への

需要の影響を心配することなく追随できるので、その新製品を導入した下位企

業は、たとえ先行者であっても苦戦する。他方、既存製品の代替を目指した製

品、つまり生ビールや 「スーパ ドライ」は、既存製品との代替関係がある程

度強いので、リ ーダー企業が追随すると、新製品が既存製品の需要を奪って急

激な変化が起きる出¥ ゆえに、既存企業にとっては追随しないことが合理的

であり、たとえいったん追随してもそのセグメントから退出した方がよい。つ

まり、下位企業の競争優位性は維持されるのである。

実際このような解釈を支持するようないくつかのデータや証言がある。新製

品の需要が拡大するのは既存企業が追随した場合であり、既存企業が追随しな

ければ新製品はそこそこの需要しか獲得できない。これが生ビールと 「スーパ

ードライ 」との違いを生んでいる。実際アサヒビールのマーケティング担当者

も、キリンビールが追随してきたからこそドライビールのセグメントが拡大し

たのであり、キリンビールの追随がなければこれほど急激な変化は起こらなか

ったであろうと推測している。

また、モデルによれば、中程度の代替性を有する新製品の場合に既存企業が

追随しない方がよいのは、既存企業が新製品の市場で負けるからではなく 、そ

の市場での競争が既存製品の需要に悪影響を及ぼすからである。実際セグメン

トごとのマーケットシェアを比べてみると、ドライビールのセグメン トでは、

キリンビールはアサヒビールにそれほど大きく負けているわけではない。むし

ろキリンビールの業績不振の原因は、キリンビールの主力製品であるラガービ

ールのセグメン トが、ドライビール ・セグメントの急拡大のあおりを受けて縮

小したことによる(表 2-1参照)。

さらに、キ リンビールがドライビールのセグメントに参入して競争が激化し

たのは1988、89年頃であり、その後キリンビールはドライビールから力を抜い

四逆に代替の程度が余りに強し、例として、キリンビール以外の会社が発売したラ

ガービールを考えることができるかもしれない。この場合、キリンビールの攻撃は最

も激しくキリンビールの一人勝ちとなった。
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た。モデルでいえば、新製品から撤退したと考えられる。とすれば、 1988、89

年頃よりもその後の方が競争は緩やかになり、各社の利潤は増大するはずであ

る。実際アサヒビールとキリンビールの広告・販促費や営業利益に注目すると、

売上高に占める広告 ・販促貨の比率は、 1990年代には伸びが止り低下さえして

いる(図 2-5参照)。また、売上高営業利益率は、 1990年代に入り上昇している

のである注目(図 2-16参照)。

このように、ビール産業の事例とモデル分析の結果とはいくつかの点で鐙合

する。このモデルで下位企業が競争優位性を維持することができたのは、参入

の順番によるものではなく、既存企業が新製品と代替関係にある既存製品を有

しているということと、退出費用がほとんどかからないということに依拠して

いる。 したがって、ドライビールのセグメントにおいてアサヒビールが競争に

勝ち抜くことができたのは、先発の優位性だけではなく、アサヒビールが導入

した新製品がリーダー企業の既存の主カ製品と中程度の代替性を有していたた

めに、リーダー企業は本気になって攻怨することができず、結果としてアサヒ

ビールの銭争優位性が維持されたことによると考えられる出S。

4.小括

本章では、ビール産業において1980年代後半に起こった大きな変動を、ピー

ルの業界標準の変動という側面から分析した。ビールという商品には、 「売れ

ているビールはますます売れるようになる」という性質があるために、自社の

ビールを業界標準と認められた企業は競争優位性を獲得し、かつ供給面でも規

模の経済が働くために圧倒的優位に立てる。キリンビールが戦後かなり長期に

わたって支配的地位を占め、数々の挑戦を跳ね返してきた背景にも、その主力

製品である 「ラガー」が業界標準と認められてきたからであろう。

四 1990年代にキリンビールの業績の回復には、 「一番絞り」のヒットも関係して

いるが、 「ラガー」へ再び力を入れ直したことも大きいと考えられる。

聞このモデルを参入の意思決定段階にまで拡張すると、キリンビール尺とっては

ドライビールのセグメントに参入しないほうが望ましくなる。にもかかわらず参入し

たのは、当時 「ラガー」の成長がストップしていたといったことが原因であろう。
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図2-1 6 :売上高営業利益率
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にもかかわらず、アサヒビールの 「スーパードライ 」が大きな変動をもたら

したのは、それが 「ラガー」の業界標準としての地位を動揺させたからであっ

た。 しかも、 「スーパードライ 」がそのようなことができたのは、それが従来

の新製品とは異なり、 「ラガー」と正面から競合する製品であったことに加え

て、キリンビールを含めた他社が追随してドライビールのセグメントで激しい

競争が繰り広げられたからであった。その結果、消費者のドライビールに対す

る関心は、アサヒビールだけが供給していたときに比べて格段に高くなり、ド

ライビールがビールの新しい業界標準にならんとする勢いをもったのである。

ただし、他社が追随したためにドライビールのセグメントが拡大したからと

いって、それがアサヒビールの勝利に直結するわけではない。序章で指摘した

ように、多くの企業が同じような製品を供給することによってその製品が業界

標準になると、業界標準決定後の競争が激化してしまう 。アサヒビールがマー

ケットシェアを拡大するためには、その激しい競争を勝ち抜かなければならな

い。さらに、アサヒビールのような下位企業が、キリンビールのようなリーダ

ー企業との競争に勝利するのは難しい。たとえ下位企業がaleftnessを発揮して

潜在的ニーズを満たす新製品を早期に開発しても、リ ーダー企業にはそれまで

その地位を構築 ・維持することができただけのなんらかの強みがあるはずなの

で、リ ーダー企業が追随して反撃すれば、下位企業は苦しい戦を強いられてし

まう 。実際かつての容器戦争のときには、キリンビールが販売力や知名度とい

った強みをもとに、そのセグメントでも勝利してしまったのである。

しかし、ドライビールをその製品のポジショニングという烹から考えると、

それと代替関係にある 「ラガーJを主力製品とするキリンビールにとっては、

カを入れて攻撃しにくい製品であったと考えられる。なぜなら、自分が攻怨し

て競争が激化すれば、 「ラガー」に対する需要に影響が及び、かえって悪い結

果を招いてしまうからである。換言すれば、 「スーパードライ」は、強力な既

存製品をもたない下位企業が、リーダー企業の反撃を考慮に入れでもその競争

優位性を維持することができるような製品だったと考えられるのである。

このように競争優位性が維持できる場合であれば、下位企業でも新たな業界

標準を作り出し、自社の地位を一変させることができる。逆にリーダー企業に
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とっては、自分が追随するかどうかが業界標準を変化させてしまうかもしれな

いことを考慮し、さらに新たな業界標準における競争で勝利できるかどうかに

注意して、自社の行動を決めなければならない。それだけリーダー企業の行動

は、市場に大きなインパクトを与えるのである。 しばしばマーケティング戦略

の研究では、同質化戦略、すなわち競合他社の行動を模倣して追随することが

リーダー企業の戦略の定石といわれる即¥しかし、本章で分析したような場

合には必ずしも同質化戦略が望ましいとは限らず、むしろ他社の動きをあえて

無視していた方がリーダー企業にとってよりよい結果をもたらすことがあると

考えられるのである出，。

-付論 l

いま、既存製品(第 1財)と新製品(第2財)に対する需要関数をそれぞれ、

x1=a-P1+bp2 xi:i財の需要 (i=I，2)

X2 = a + bp 1 -P2 Pi i財の価格 (i= 1， 2) 

a， b> 0 

とする。このとき製品聞の代替の程度は、 bで表わされていると考えてよい。

両企業とも、どちらの財を生産する場合でも限界費用は Oで一定とし、参入に

際して固定的な費用がかからないとする。もし、既存企業が両財の市場に参入

し、新規企業が第 2財の市場に参入した場合(競争状態)、次のような競争が行

なわれると仮定する。すなわち、第 2財の市場ではまったく同質な財について

の価格競争が行なわれるので、ベルトラン均衡で価格は限界費用と等しくなる。

それにもとづいて、既存企業は自社の利潤を最大化するように第 1財の価格を

決定する。もし、既存企業が第 1財、新規企業が第 2財というように楼み分け

ができていれば(楼み分け状態)、商社は利潤を最大化するように異質な財の聞

で価格競争を行なうとする。

競争状態では、 P2= 0となるので、第 1)貯の需要関数は、

四たとえば嶋口(1984)を参照されたL、。

回 同様の指摘が、山田(1989)、柴田(1991)にも見られる。
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X1='-P1 

となり、第 1財から得られる既存企業の利潤(nC)は、

)
 -
nr 
a
 

(
 -
n
y
 --

C
 
円
H

となり、 P1= ./2のとき.'/4で最大となる。

それに対して楼み分け状態では、既存企業が財 1から得る利潤(n1)は、

日1= P1x1 = P1(' -P1 + bP2) 

となる。企業は相手の価格を所与と考えて利潤の極大化を考えるので、

a n 1/ a P 1 = • -2p 1 + bP2 = 0 

が、そのための第 1次条件である。新規企業についても同援に、

a n 2/ a P2 = • + bp 1 -2P2 = 0 

となる。両社はsymmetryなので、 Pl= P2として 2つの式を解くと、均衡価格

は、

P 1 = P2 = ./(2 -b) 

であり、楼み分け状態の既存企業の利潤(ns)の最大値は、

n s = .'/(2 -b)' 

となる。ゆえに退出インセンティブ(1)は、

1 =ロs n C = .'/(2・b)'-.'/4 

となる。Iは、 bが Oのとき 0であり、 bが増大するにつれて増大するが、 bが 2

を超えると次第に減少してし、く 。 したがって、立地モデルによる分析と同様に、

既存製品と新製品が中程度の代替性を有するような場合、すなわちbの値が 2

の近辺であるような場合には、下位企業の新製品戦略の競争優位性が維持され

る可能性が高いことがわかる。
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-付論2

6s171壬x< s/lのときの楼み分け状態で、両社ともsーは!2という価格を設定

してちょうどx/2ずつの需要を取り合っているとき、もし自分だけがそれより

価格を引き上げて相手の製品と競合しないようにした場合、利潤(rrj)は(1)式

より、

rr j : 2pj(s -pj)/1 (ただし、 Pj;;;:;sーは12)

となる。逆に自分だけが価格を引き下げれば、 (2)式より、

rr j : 3pj(s + Ix/6 -Pj)/21 (ただし、 Pj"，S-lx/2)

となる。以上のまとめて図示したものが図 2ー 17である。図より、両社ともs

Ix/2という価格を設定しているときには、自分だけ価格を変化させるインセン

ティブはないことがわかる。

-付論3

10s171孟 x< 3s/21のときの餓争状態で、既存企業がPoを2sーはより高くして

製品 1と全く競合しないようにすると、 (1)式より利潤(rrj)は、

rr j : 2pj(s・Pj)/1 (ただし、 Pj;;;:;2sーは)

となる。逆に価格を下げて競合するようにすれば、 (2)式より、

rr j : Pj(lx + 2s -3pj)/21 (ただし、 P12玉2s-Ix) 

となる。以上のまとめて図示したものが図 2-18である。図より、既存企業は

価格を変化させるインセンティブはないことがわかる。

119 



図2-1 7 :価格と利潤 1
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図2-1 8 :価格と利潤2

日i= 2pi(5 . pi)/t 
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第 3章 システム市場における戦略的行動と市場構造 ・成果

ービデオディスク産業の事例分析----注目

1.はじめに

前の 2つの章で事例として取り上げられた製品は単独で使用・消費されるも

のであるが、われわれの周りには、他の財 ・サービスと組み合わせて使用する

ことによってはじめて効用が得られるような財・サービスがある。たとえばカ

メラは、カメラ本体のほかにレンズがなければ写真をとることができないし、

現像サービスがなければ写した写真を見ることができない。コンピューターは、

様々な周辺機器やアプリケーション ・ソフトウェアと組み合わせて使うことに

よって、その能力が一段と発揮される。銀行のATMネットワークでさえ、消費

者は、各銀行が発行するカードと各銀行においであるATMとを組み合わせて利

用している。このように考えると、複数の財 ・サービスを組み合わせて使用す

るという消費のパターンは、かなり広範囲にわたっていると考えられる。以下

では、このような財・サービスの組み合わせを総称して、システムと呼ぶこと

にする出'。

われわれはシステムをさまざまなパターンで入手することができる。便宜上

システムを構成する財 ・サービスを機成部品と呼ぶとすれば、 1つの企業が構

成部品を事前に組み合わせてシステムとして供給する場合もあるし、消費者が

さまざまな部品を lつの企業から購入し、自分でそれらを組み合わせる場合も

ある。あるいは、消費者が各々の部品を異なる企業から買い集め、それらを組

み合わせる場合もあるだろう。最後に示されたパターンでシステムを入手でき

るときには、消費者は自分の好きなように構成部品を貿い集めて組み合わせる

ことができるので、システムの選択の幅を広げることができる(Matutes=

四本章は、浅羽(1992b)、Asaba(1992)をもとに加筆・修正したものである。

間本主主で分析の対象とする財は、システム以外にネットワークや複合財と呼ばれ

ることがある。たとえば、 Matutesand Regibeau(1988)ではシステムという言禁が使われ、

Economides and SaJop(1992)ではネットワークや複合財という言葉が用いられている。た

だし、それらの問に本質的な差異はないと考えられる 。
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Regibeau、1988)。 ただし、異なる企業から購入した構成部品を組み合わせて

lつのシステムにするためには、機成部品の聞に互換性がなければならない。

そのためには、ある部品のフォーマットがなんらかのプロセスを経て業界標準

になり、各社がそのフォーマットに則った製品を供給する必要がある即九

ある構成部品が業界標準になれば、多くの企業がそれに適応する他の構成部

品を供給するようになるであろうし、消費者はそれを期待して業界標準となっ

た構成部品を買い求めるであろう。つまり、構成部品は相互に術完財なので、

システム市場にはネットワーク外部性の間接的効果が働くのである。もし自社

の製品を業界標準にすることができれば、このような理由で自社製品に対する

需要は増大する。逆に、もし業界標準が未決定であれば、十分な補完財の供給

を受けられない製品を購入してしまうことを恐れて、消費者は業界標準が決定

するまで購入をためらうかもしれない。したがって、 νステム市場においては、

業界標準の決定が企業間競争の行方を左右し、市場の成長にも影響を及ぼすと

考えられるのである。

本章では、このようなシステムの典型であると考えられるビデオディスク

(VD)を事例として取り上げる。VDは、音と映像を記録したディスクを再生し

て楽しむ映像機器であり、ディスクがなければただの箱にすぎない。VDは、

1960年代から研究開発が開始され、 1970年代後半から1980年代初めにかけて、

いくつかのフォーマットの製品が市場に導入された。その後、市場での競争を

経て光学式VD(以下LD)が事実上の業界標準となり 、今日に至っている出 o VD 

が発売されたとき、映像の再生犠器としてはすでにVTRがあったが、当時一般

的には、 VDがかなり早く普及し、ゆくゆくはVTRを凌駕すると予想されてい

た。ところが実際には、発売後10年以上経過した今日に至っても、 VDは10%

前後の世帯普及率にととまっている。以下では、このようなVDの発展過程を

もとに、システムの業界標準の決定局面における企業行動とシステムの普及過

刷業界標準が決まって互換性が保たれる以外にも、そのままでは互換性のない機

種の聞になんらかのアダプターを装着し、互換性がとれるようにすることができる。

アダプターと互換性の問題については、たとえばFarrell=Saloner(1992)を参照されたい。

出， Iレーザーディスク(LD)Jは、パイオニアのVDのブランド名であるが、パイオ
ニアが他社に対してもこの名前の使用を認め、現在では光学式VDの一般的な名称にな

っている。ゆえに、以下では光学式VD一般をLDと呼ぶことにする。
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程を分析する。

本章は以下のような構成をとる。まず、 VDの開発段階および市場に導入さ

れてからの鋭争を概観する。つぎに、 VDの普及が妨げられた原因として、序

章であげた理論的研究や4チャンネル・ステレオの事例が示唆するように、導

入期に複数の異なるフォーマットが乱立していたために、買い控えが起こった

ことを指摘する。ただし、その後のVD市場では、 LDが事実上の業界標準とな

った。そこで、日本における LDの推進者であるパイオニアが、混乱した状況

を打開してLDを事実上の業界標準にするためにどのような行動をとったかを

議論する。ところがVDは、事実上の業界標準が現われてからもなかなか普及

しない。そこで、その原因について、市場権造と製品の普及についてモデル分

析を行ない、企業行動、システムとしてのVDの市場構造、製品の普及の関係

が複雑に絡み合っていることを指摘する。燈後に、本主主の分析から示唆される

ことをまとめて、小括とする。

2.ビデオディスク (VD)の発展過程即Z

(1)ビデオディスク(VD)の開発

VDは、 1970年代後半から1980年代前半にかけて、日米欧の主要な家電 ・音

響機器メーカーによって市場に導入された。各企業は、互換性のないいくつか

のフォーマットを開発し、市場導入前には他社に同じフォーマットの採用を呼

びかけ、競ってファミリ一作りを行なった。市場導入後は、新製品開発、価格

の引き下げ、ソフトの充実など様々な局面で競争が繰り広げられた。その悶多

額の資金が投下され、その競争に破れたために業績が傾いてしまった企業も現

われた町二

これほどまでに激しい競争が繰り広げられたのは、 VDが 「絵の出るレコ一

回以下の事例は、本田(1991)、岩淵(1988)..荒井(1990)..Gr油田(1986}や、新聞 ・雑

誌の記事、および筆者が何社かに対して行ったヒヤリングによる。

四 1980年までにVDに投入された金額は、全世界で10億ドルにのぼるといわれてい

る(BusinessWeek， 1980.7.7)。たとえばRCAは、 VD事業に対して閲発だけでカラーテレ

ビへの投資を上回るl{it3，OOO万ドルを投入した(日経産業新聞、 1979年12月8日)。
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ド」と呼ばれ、 1980年代の大型家電商品として期待されていたからであった。

実際1980年前後には、様々な業界関係者・観察者がVD市場の将来性を予測し

ているが、だれもが急速な成長を予見していた即二しかし実際には、日本市場

で民生用VDが発売された1981年から10年以上経た今日に至っても、世帯普及

率は10%前後にとどまっており、欧米市場ではそれより一層低い普及を余儀な

くされている。

そもそもVDの開発は、 1960年代に欧米の各地で開始された。米国では、 19

60年に3M スタンフォード研究所においてフォトグラフィック VDの研究が始

まり、 65年にはMCA社が光学式の開発に乗り出した。RCAも、ポスト・カラ

ーテレビの目玉商品として、 60年代中頃にVDの開発に着手していた。一方欧

州では、 65年に西独のテレフンケン社が閲発を始め、 69年には仏のフィリップ

ス社が光学式の研究を開始した。

このなかで最初に製品を発表したのは、英国のデッカ社とテレフンケン社の

合弁会社であるテルデック社であった。テルデック社の発表したVDは、TED

(Television Disc)方式と呼ばれるもので、 1975年に発売された。日本でも数社

がこのフォーマットを検討 し、そのなかからゼネラルが実際にTED方式のVD

を発売した。 しかしTED方式は、価格は安いが、 LPレコードのようにディスク

上の溝を針でなぞる接触式だったので、寿命が短く画質も悪かった。そのため、

この方式のVDはしばらくすると市場から淘汰されてしまった。

次に製品を発表したのは、フィリップス、 MCAといった光学式VDを研究し

ていた企業であった。1972年9月にフィリップス社がVLP(VideoLong Play) 

方式を発表し、ついで12月にはMCA社が類似の製品を発表した。そこで、フ

ィリップスとMCAはクロスライセンス契約を結び、光学式VDのフォーマット

を統ー した。光学式VDは、ディスク上の微細なくぼみ(ピット)をレーザーピー

四たとえば、山一詮券経済研究所は、 1980年代半ばに普及率が30%に逮すると予

測している(日経ビジネス、 1979年Z月12日)。また、日本のVD産業のトップメーカーで

あるパイオニアの石塚前社長は、 1979年当時、 15-10年でVTRに追い付き追い越す」

と述べている(日経産業新聞、 1979年2月21日)。さらに、日本電子機械工業界が1979年

にまとめた 「ビデオ産業の成長性に関する調査報告書」では、 10年後にはVDの世帯普

及率が20%になると述べられている。一方米国でも、シンクタンクのアーガス・リサ

ーチが、 1983、4年には年問販売台数でVDがVTRを抜くと予測している(日経産業新聞、

1980年6月6日)。
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ムを使って読み取るものであり、非接触方式のために寿命が半永久的であった。

また、(.lj画質、高音質であり、画像静止、スローモーション、ランダム・アク

セスといった機能もついていた。ただし、他のフォーマットのVDに比べて高

価格であることが欠点であった。

さらに翌年には、 RCA社がCED(CapacitanceElectronic Disc)方式のVDを発

表した。この方式は、ディスク上の導電性をもたせた講を針でトレースして静

電容量の変化を読み取るもので、価格の低さが魅力であった。

一方日本では、パイオニアが1971年にVDの研究に着手した。まずパイオニ

アは、 TED方式やCED方式を検討した。しかし、これらのフォーマットは、接

触式のためにディスクと針の磨耗が激しく音質・画質も悪かったので、パイオ

ニアは後触式である限り商品化は難しいという結論を下して両フォーマットの

研究を中止した。ちょうどその頃、 MCAとフィリップスが各地で光学式VDの

デモを行なっていた。ベルリンで行われたデモを見たパイオニアは、光学式が

非接触式であるために、寿命が長く、音質・画質が優れていることに目をつけ、

1975年に開発の的を光学式に絞った。パイオニアは、 1977年に光学式VDの特

許保有者の 1つであるMCAと、ユニバーサル・パイオニア株式会社(UPC)とい

う合弁会社を設立した。両社は相互にノウハウを開示し、 MCAがディスク、

パイオニアがプレーヤーの開発をそれぞれ担当することになった。

パイオニアは、精度の向上、コストダウンなど様々な技術上の課題を克服し、

1978年には月産2，000台の専用ラインを整え、同年産業用の量産機PR-7820を

GMに納入した。一方、ディスクはMCAが生産していたが、うまく軌道にのら

なかった。そこで、IBMがMCAと合弁でディスコ ・ビジョン・アソシエーツ

(DVA)社を設立し、ディスクの製造を支援することになった。コンピュ ター

業界の巨人のVD事業への参入は、当初業界各社にかなりのインパクトを与え

た。 しかし、結局ディスク事業は軌道に乗らず、 IBMはDVAから撤退した。

そこで、パイオニアはDVA保有のUPC株を引き受け、 1980年にはMCAを説

得してディスクの研究開発に着手した。まずパイオニアは、甲府工場に半導体

の生産工場並のクリーンルームの設備を備えた。それを見たMCAの人聞は過

剰な設備であると噸笑したが、クリーンな環境が実はディスク作りの鍵であっ
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た。パイオニアはさらに改良を加え、 3年かかっても無理といわれていた歩留

まりの向上をわずか l年で成し遂げ、結果としてプレーヤーとディスク両方の

世界的な供給基地となった。

この問、日本の大手家電企業も、徐々にVDの開発を始めていた。VDの各フ

ォーマットを開発した欧米のメーカーは、それぞれ自社のフォーマットを採用

させようと日本企業に働きかけていた。RCAとフィリップスのファミリ一作り

の争いは、 RCAのライセンス・フィーが安かったために、 RCAIこ軍配があが

ったようであった。RCAがライセンス・フィーを低く設定したのは、それによ

って多数の企業がRCA方式を採用してプレーヤーが大量に売れれば、ディスク

の需要も増えて十分儲ると考え、プレーヤーよりもむしろディスク事業を重視

していたからであった(Graham、1986)。

多くの日本企業が外国から技術を導入するなかで、日本ビクターはパイオニ

アとほぼ同じ時期からVDの研究に着手し、 1978年には独自に開発したVHD

(Video High Density)方式を発表した。これは溝なしの静電容量方式であり、

プレーヤーとディスクの価格が安かった。また、光学式と同じようにランダム ・

アクセスなとの機能も付いていた。 しかし、接触式であるために光学式に比べ

ればディスクの寿命は短かった。

こうして1970年代の終わりには、光学式、 RCA方式、 VHD方式の 3つのフ

ォーマットが出鏑った。それにともない、日本では国内におけるVDの業界標

準を決定しようという動きが起こった。通産省は、 1979年5月と 7月に、パイ

オニア、ソニー、ビクタ一、松下の技術担当役員から意見を聴取し、家庭用市

場に製品を出す前にフォーマットを統一するよう促した加。また、ピクターは、

VHD方式を叩き台にして、 VDの業界標準を作ろうと他社に働きかけた。さら

に、当時日本電子機械工業会の会長でもあった山下俊彦松下電器社長も、フォ

ーマット統一に意欲を示し、フォーマットが統一されるまで商品化を見合わせ

ると再三発表した刷 。もちろん他の日本企業も、フォーマットが統ーされた方

が好ましいことはわかっていた。しかし、とのフォーマットも優劣をつけがた

四日経産業新聞、 1979年6月14日、及び7月24日を参照。

即日経産業新聞、 1980年1月22日を参照。
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かったので、とりあえず針式(RCA、VHD方式)と光学式の両方を手がけ、フォ

ーマット統一の行方を見守っていた(表 3-1参照)。それに対してノfイオニアは、

原理、構造が似かよったVTRとは異なり、 VDの各フォーマットは全く違うの

で、それを統一するのは無理な話であり、どれかが生き残ることによってフォ

ーマットは自ずから一本化されると主張し、着々と生産体制を~え、産業用で

実績を作っていた即¥

日本がこのような状況のとき、米国では一足先にVDが民生用として売り出

された。まず、 1978年末、フィリップスの子会社であるマグナボックス社が、

アトランタに地域を限定して試験的に光学式VDを発売した。発売当初の評判

は高かったが、プレーヤーの信頼性の低さに加えてディスクの供給がうまくい

かなかったために、期待はずれの結果に終った。ついで1980年 6月、パイオニ

アも米国で限定販売を始めた。さらに、 RCAもそれらに触発される形で、 81年

3月に全米でCED方式のVDを発売した。当初は、販売チャネル、プレーヤー

の価格、ソフトの充実などの点で、 RCAが優位に立っていると見られていた。

しかし、 RCAのディーラーがマー ジン率の高いVTRの販売に力を入れたために、

VDの売上は予想外に伸びなかった。 RCAは値下げや莫大な広告・販促投資を

行なったが、売上は伸びずに赤字が大きくなるだけであった。結局RCAは、

1984年には生産中止を宣言せざるをえなくなってしまった(Graham、1986)。

このような米国市場の動きは、 VDのその後の展開に 2つの影響を与えた。

1つは、 RCAの失敗が米国市場におけるVD全般に対する評価を下げ、その後

の米国市場の立ち上がりを遅らせたことである。もう lつの影響は、日本企業、

とくにビクターと松下電器に対するものである。先に述べたように、松下電器

はフォーマットが統ーされるまで商品化を見合わせると宣言し、他社の見切り

発車の動きを牽制していた。しかし、パイオニアなどが米国市場においてとは

いえ具体的に動き出したので、このまま傍観しているとフォーマット統ーの話

し合いの場で実績がないためにVHD方式の立場が弱くなってしまう 。それを恐

れたピクターと松下電器は、積極的なファミリ一作りに乗り出した。まず、松

下電器がVHD方式の採用を1980年 l月に決定し、各社に追随するように呼び

酬日経産業新聞、1979年5月2日を参照。
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表 3-1:1980年当時の各社のVD開発状況

社名 光学方式

シャープ

新日本電気

クフリオン

ゼーネラjレ

東芝

オンキョー

三菱電機

目立製作所

ソニー

トリオ

三洋電機

。ライセンス契約を結んだもの

・各社独自のシステムにる開発

。

• 

• 
• 。
。
。

0検討のために針と盤の提供を受けたもの
出所 日本経済新聞1980年5月17日

RCA方式 VHD方式。 。
。
。
。
。 。
。
。 。
。 。
。 。
。 。
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かけた。さらにビクターと松下包器は、笑国のソーン社、米国のGE社と合弁

会社を作るなど、世界的な規模でファミリ一作りを行なった。

これに対してパイオニアは、 1980年11月に、フィリップス、 MCA、IBMと

ともにレーザービジョン・アソシエーユノョン(LVA)をアメリカに設立し、各々

の製品聞の互換性の確認やユーザーに対するPRに努めた。さらに、ビクタ一、

松下、パイオニアは、プレーヤーとディスクの生産体制を整えるとともに、圏

内外の映画会社やレコード会社と接触し、ディスクの中に入れる映画や音楽を

確保しようと努力していった。

それ以外の日本企業は、いまだどのフォーマットを採用するかを明言 してい

なかった。ところが、 1980年10月、他社に先だってシャープがVHD方式の採

用を発表すると、他の多くの企業もこぞってVHD方式の採用を決定した。まず、

シャープの発表と同じ月に新日本電気、赤井、東芝、日本楽器が、翌日月には

三洋、 三菱が、 12月には山水、トリオが、相次いでVHD方式採用を決定し、翌

年にはゼネラルとオーディオ・テクニカがこれに加わた。結局、国内で光学式

を採用する企業はパイオニアだけとなった。このような状況はr1対13の戦い」

と呼ばれ、パイオニアの形勢が不利であるとみなされていた。

(2)市場における競争

パイオニアとVHD陣営の企業は、 1981年の秋にVDプレーヤーを発売すると

発表し、いよいよ日本市場における民生用VDの競争がスタートするかに見え

た。ところが、 VHD陣営はディスクの量産がうまくいかなかったために、 8月

時点で翌82年4月に発売を延期すると発表した。そのため、パイオニアのLD

だけが先行して市場に導入されることになった。1981年10月、パイオニアは「レ

ーザーディスクJというプランドで、 LC-IOOOを発売した。価格は228，000円

であり、ソフトのタイトル数は70であった。LC-IOOOは、当初はオーディオ・

マニアを中心に好調な売行きを示したが、その後は伸び悩んだ。それを見たビ

クターは、 VHD方式のVDの発売をさらに延期すると発表した。

パイオニアは、 82年8月に、いくつかの機能を削ることによって従来機積よ

りも80，000円弱価絡を下げたLD-600を出した。このおかげで、 VDの需要は若
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干上向いた。加えて、それまで急成長していたVTRの伸びが鈍化したために、

VHD陣営も 1983年にVD市場に参入することになった。 4月には、ビクター、

松下、東芝、シャープ、新日本電気の 5社がVHD方式のVDの販売を開始した。

同時に発売されたゾフトは200種類であった。 5月には、三洋、 三菱もこれに

追随した。

このようなVHD陣営の攻勢のなか、孤立無援であったノマイオニアを救ったの

は、 1983年10月にパイオニアが発売したLD-7000であった。従来のLDのピッ

クアップ部にはヘリウム・ネオン・ガスレーザーが使われていたが、 LD-7000

では半導体レーザーが使われた。これによってプレーヤーをコンパクトにする

ことができ、ピックアップの寿命も伸びた。また、半導体レーザーは量産効果

の効く部品なので、将来的にはコストがかなり下がると予想された。そのため、

この機種が導入されるや、ソニーとティアックがLDの発売を決定し、翌年4

月にパイオニアからOEM供給を受けて販売を開始した。さらに、 85年 1月に

は、目立、日本コロムピア、日本マランツが、パイオニアからOEM供給を受け

てLDプレーヤーを発売すると発表した。

一方、 VHD方式の強みはプレーヤーの価格がLDに比べて安いことなので、

VHD陣営の企業は積極的に価格引き下げを行なった。例年 9月にはビクタ ーが

11万円台のプレーヤーを発売、 85年4月にはシ ャープが10万円を切るプレーヤ

ーを発売した。これに対抗するために、 LD陣営の企業も低価格の機積を導入

した。 6月にソニーが自社生産に切り替えて14万円台のプレーヤーを発売、パ

イオニアも 8月から11万円台のプレーヤーを発売した(図 3-1参照)。

また、 VDの普及の鍵はどれだけ豊富なソフトを揃えられるかであると指嫡

されていたので、両陣営ともソフトの充実に努めた。1983年に800であったLD

のタイトル数は、同年秋には10∞、 85年には1500と増えていった。一方VHD

陣営も、当初こそタイトル数で差をつけられていたが、その後積極的に品ぞろ

えを行ない、 85年には両陣営のソフトとも2000タイトル前後で措抗するまでに

なった注H 。同時に、ソフトの中身についても、それまでの映画偏重から、カ

胆日本経済新聞、 1983年4月22日、日経産業新聞、 1983年8月24目、 1985年8月10日

を参照。
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ラオケなどの新分野が開拓された。

このような両陣営の価格引き下げやソフトの拡充競争によって、 VD市場は

徐々に拡大していった。ただし、この拡大した市場を手中にしたのはLD陣営

であった。1984年のLDとVHDのマーケットシェアはほぼ互角であったが、 84

年9月にパイオニアがLDとCDのコンパチブル・プレーヤーを発売してからは、

両陣営のマーケットシェアの差が広がり始めた。85年に約60%であったLDの

マーケットシェアは、 88年には90%を突破した(図 3・2参照)。

それにともなって、 VHD方式からLDに乗り換える企業も現れ始めた。1985

年には日本電気HEと日本楽器が、 86年には富士通ゼネラルが、 87年には東芝、

三洋、赤井、アイワが、 88年にはケンウッド(前トリオ)、アルパイン、クラウ

ン、シャープ、 三菱、船井、そしてついには松下電器までもがLDを採用した。

こうして、 LDがVDの事実上の業界標準となり、 VHD方式のVDを供給してい

る企業はビクターだけとなってしまった。

3.市場の混乱と事実上の業界標準の決定

(1)フォーマット間競争の影響

以上で概観したVDの現在までの動向からわかるように、 VDは当初大変な期

待が込められて日米欧の主要な企業によって供給され、相当な資源が投入され

た。にもかかわらず、 VDは当初の期待遇りには普及していない。VDは、プレ

ーヤーだけではただの箱にすぎず、ソフトがなければ楽しむことができないと

いう点で、典型的なシステムである。その慌では、 VDより l年遅れて市場に

導入されたコンパクトディスク (CD)と同じである。もちろんCDとVDは、用途

も価格も異なるために直接比較をすることは適当でないが、 CDが発売後 6年

目で世帯普及率が10%を超え、 10年で40%を超えているのに対して、 VDの普

及は非常に返し、(図 3-3、図 3-4参照)。このようにVDがなかなか普及しない

のはなぜであろうか。

ビデオ市場を広く考えると、 VDが発売されたとき、映像再生機器としては
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図3-2: LDとVHDのマーケットシェア
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図3-3 : CDの世帯普及率
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図ι4: VDとCDの生産数量
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VDの他にVTRがあった。もし、両者を比較した場合に、録画機能がないVDに

はそもそもVTRを上回る魅力がなかったとすれば、 VDが普及しなかったこと

は容易に理解できる。しかし、再生機器としては、価格、画質、音質のどれを

とってもVDの方が優れていると当時広く認められていた。それゆえ、先に見

たようにVDの急速な普及が予想されていたのであろう。とすれば、 VDの商品

コンセプト自体がそもそも市場に受け入れられなかったとは考えにくい。むし

ろ以下では、 VDを供給する企業の行動の結果生じた市場参加者の予想や市場

構造が、 VDの普及を阻害した真の要因ではなL、かと考える。VTRとの競合が

VDの普及を阻害した面はあるにせよ、この要因があるからこそVDが現在に至

ってもVTRとの競争に勝てないと考えるほうが説得的であろう。

市場参加者の予想がVDの普及を妨げた重要な要因となっていたのは、主に

VDの導入期である。はじめに述べたように、システム市場では、業界標準が

確立するか否かがその製品の普及に非常に重要な影響を及ぼす。フォーマット

が統ーされれば、企業が閉じような製品の悶で競争するので、プレーヤーの価

格が低下するし、供給企業が増えることによってソフトの多犠性も増大するか

らでる。実際、 VD発売前の消費者の最大の関心事の 1つは、フォーマットの

統一の行方であった即九 しかし、 VDはフォーマットが統ーされないまま市場

に導入されてしまった。そのため消費者は、将来すたれてしまうフォーマット

の製品を購入するのを恐れ、異なるフォーマットを見比べ、どちらが支配的に

なりそうか、それについて他人はどのように考えるかを予想しなければならな

かった。

ところが、 VHD方式のプレーヤーの発売延期が、さらに悪影響を及lました。

1981年にパイオニアが民生用LDの l号機を発売したのに対し、 VHD方式のプ

レーヤーは、発売されるといわれながらも約 2年間も市場に登場しなかった。

消費者は両方式のプレーヤーを実際に見て比較したかったはずである。さらに、

供給企業の数や顔ぶれから判断する限り、 VHD方式の方がLDよりも有望であ

ると思われていた。したがって、消費者は予想を形成することができず、ある

胆日本電子機械工業界、 「ビデオ産業の成長性に関する調査報告書」、1979年を

参照。
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いは予想をゆがめられ、 VDそのものの購入を控えてしまったのである即。。

同様のことは、 VDソフトの供給企業についてもいえる。当時、日本ビデオ

協会の会長は、 「プレーヤーの規格統ーができるまではディスクの制作協力に

積極的に乗り出さなし、」と述べている即¥ とくにVDソフトの場合には、 VTR

ソフトとは異なり初期投資が大きし、。ゆえに、先行きが不透明で、かつ多額の

投資をともなうような事業に参入する企業は少なかった。その結果、発売され

るソフトの種類も少なくならざるをえず、 VDの発売当初の普及が妨げられた

のである。

さらに、それぞれのフォーマットの開発 ・推進企業以外のプレーヤー・メー

カーは、消費者やソフトの供給企業が上記のように行動するのであれば、どの

フォーマットを採用するかを決定したり、決定したフォーマットのプレーヤー

を生産するための設備投資を行うのに跨路する。それゆえ、ますます消費者が

悲観的予怨を形成してしまったのである tt42。

また、プレーヤーの供給企業の多くはVTRも供給していた。家庭用VTRは、

それが発売されてからVD発売時までにわずか 5年しか経っておらず、市場が

急速に成長している最中であった(図 3-5参照)0VTR開発のために家電各社は

多額の投資をしており、その段階ではまだ投資を回収していなかったと考えら

れる。もちろん同時期に市場に導入されて急速な普及を遂げたCDにも、アナ

ログ ・レコードという代替品が存在したが、アナログ ・レコードの市場はすで

に横遣いであった。しかも、デジタル ・オーディオ・ディスクのフォーマット

はCDに事実上統一されており、なにが業界線準になるかわからないVDとは明

らかに状況が異なっていた。このような状況で、パイオニア以外の家電各社が

VTRの需要を奪うかもしれなL、VDの販売にどうしてもカが入らなかったこと

酬ノぞイオニアの石塚前社長も同様の主旨の発言をしている(日経産業新聞、 1982年

3月25日)。デジタルオーディオディスクも、事前の話し合いで規格統ーが実現しなか
ったが、実際に市場に導入されたフォ -7'1トはCDだけだったので、このような現象

は起こらずに普及した。

即1日経産業新聞、 1980年6月3日を参照。

往信ただし、一方で家庭用のエレクトロニクス機器の場合、他社が発売したときに

すぐに追随できないと市場から締め出されてしまう。ゆえに、他社の動きに注意し、

なかなか自分から動こうとはしない。そのため、事前には合意がとりつけらないが、

どこかがVHD方式を採用したと知るや一斉にVHD方式を採用するということが起きる

のである。
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図3-5 : VTRの生産数量・金額
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は惣像に難くない。

以上のように、消費者、ソフトの供給企業、プレーヤーの供給企業の三者が

いずれも、フォーマットが統一されていないがゆえに、 VDの普及に対して悲

観的な予想を形成せざるをえなかった。そのために、実際VDの市場がなかな

か立ち上がらなかったと考えられるのである。

(2)事実上の業界標準確立のための企業行動

このような要因が働いていたにもかかわらず、 LDがVDの事実上の業界標準

となった。それは、自社のフォーマットを広めるためにLDの推進企業である

パイオニアのとった行動・努力が、複数のフォーマットの乱立による市場の混

乱を収束させたからであろう 。複数のフォーマットが存在する市場において、

自社のフォ ーマットを業界標準にしようとするとき、個々の企業、と くに各フ

ォーマットの推進企業がどのような行動をとるのか、 VDの場合について具体

的にみてみよう 。

自社のフォーマットを業界標準にするために、各企業はさまざまな方法をと

った。もちろん、他社よりも先に製品を市場に導入して、実績を作ってしまお

うとする動きもあった。たとえば、マグナボックスやパイオニアがアメリカ市

場で行なった限定販売がそれである。しかし、フォーマットの開発・推進企業

は、先行するだけではなく、自社技術を積極的にライセンス供与し、自社フォ

ーマットの採用企業のファミリ一作りも行なった。また、それにともなって

OEM供給を積極的に申し出ることもあった。

ただし、どちらのフォーマットの開発企業もファミリーを拡大しようとすれ

ば、他社のフォーマットではなく自社のそれを採用してくれるように働きかけ

なければならない。そのためにとられた手段は、まずライセンス・フィーの引

き下げである。 RCAやフィリップスなどの外国企業が、自社のフォーマットを

日本企業に採用してもらおうと競っていたとき、 RCAは積極的にライセンス ・

フィーを引き下げて優位に立った。

ところが、パイオニアのように基本特許を保有していない企業は、勝手にラ

140 



イセンス・フィーを低く設定することはできない。そこで、ファミリ一作りを

推進するためにとられた手段は、自社のフォーマットの優位性を主張すること

であった。当時パイオニアの社長であった石塚庸三氏は、連日のようにマスコ

ミに登場していたといわれる(本多、 1991)。そして、

「私はもう 7年間もビデオディスクを研究し続けている。当初τ'ED方式、 RCA

方式をはじめ各方式を検討し、....。光学式は非接触でディスクを永久的に使用

できるし、画質もよくランダムアクセスといった機能もある。J(日経産業新聞、

1979.5.2) 

iRCA方式は既存の部品を多く使うので将来、生産が軌道にのってもコスト

ダウンの余地は小さいのではないか。これに対して光学式はい・大幅なコスト

ダウンが可能だ。長い目でみれば、針式と光学式との価格差はそう大きな問題

にならなくなるはずだ。J(日経産業新聞、 1980年3月13日)

というように自社フォーマットの優秀さやデメリットの小ささをアピールし続

けた。また、当時の松下電器社長である山下俊彦氏は、

「フィリップス、 RCA両社の製品は、まだ商品として完成したとはみていない。

フィリップス製品は、生産技術がまだ確立していないようだし、コストも高

い。……RCA製品は、音声がステレオになっていないという問題もある。 J(日

経産業新聞、 1979年12月22日)

と述べて、他社製品のデメリットを指摘したり、

「園内メ ーカ一間の規格統ーがまず必要で、(松下電器としては沸格が統一さ

れるまでは発売する考えはない。J(日経産業新聞、 1979年12月22日)

と述べ、競合するフォーマットを採用しようと思っている企業に対して、自社

の決意の強さを表わす声明を出すこともあった。

しかし、このような声明はなんら信頼に足るものではない。それぞれのフォ

ーマットについてもっともよく知っているのはフォーマットの開発企業であり、
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いずれかを採用しようと考えている企業は、どれが本当に優れているのかしば

しば判定不能に陥る。すなわち、フォーマット開発企業とそれ以外の企業との

閤には情報の非対称性が存在するのである。しかも、いったん出された声明は

容易に撤回可能である。それは、実際自社の立場が不利になりそうになったと

き、商品化しないと宣言していたにもかかわらず商品化に動き出してしまうこ

とを見れば明らかであろう 。したがって、フォーマット開発企業は嘘でもし市、

から競合フォーマットに対する自社フォーマットの優位性を強調するといった

機会主義的行動をとることができる。それゆえ、採用企業はその声明を信頼す

ることができないのである即3。

説得に信頼性をもたせるためには、なんらかの投資、すなわち資源のコミッ

トメントを行なうことが考えられる目 。資源のコミットメントを行なった企

業は、もしフォーマット間競争に破れれば多大な損害を被る。ゆえに、フォー

マット間競争を勝ち抜く自信がなければ、そのようなコミットメントを行なわ

ないと考えられる。また、コミットメントがあるがゆえに、その企業は競争に

勝ち抜こうと真剣lにならざるをえない。ゆえに、コミットメントをともなう説

得は信頼に足るものと認められるのである。

たとえばパイオニアは、特許のホルダーでなかったということもあり、どれ

だけ優れた製品を開発できるかが自社のフォーマットを採用してくれる企業を

増やす唯一の道であると考え、 1981年以降も様々な製品開発を続けた。その結

果、半導体レーザー採用機種やCDとの互換機が生まれ、それがソニーや目立

などをLD陣営に導いたのである。

また、パイオニアは他社に対してOEM供給を積極的に行なった。これはファ

ミリ一作りを進めるための 1つの方法であるが、それを行なうために、 OEM供

給企業は生産能力を整えるために経営資源を投入しなければならない。

さらに、システムの場合には、補完財に対する投資がもっとも重要な意味を

もつようである。とくにVDのようにソフトがなければ意味をもたないような

商品の場合には、ソフトの安定供給が行なわれるかどうかが重要であり、その

酬情報の偏在と機会主義については、 Williamson(1975)を参照されたい。

伊企業特殊的な投資が買い手の信頼を形成することについては、悶e回=Leffler(1981)

を参照。
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ために両陣営のリーダー企業、とくにパイオニアは、ソフトにかかわる全ての

工程を自社で行なった。

このように、 R&D、プレーヤやソフトの生産への投資といったなんらかの資

源のコミットメントをともなう行動は、自社のフォーマットを採用してもらう

場合に重要な意味をもっていた。実際、シャープがVHD方式の採用を決定した

のは、松下とビクターがソフトを安定的に供給することを約束したからである

といわれている即¥また、目立がRCAの方式を採用したときも、光学式を採

用したときも、その判断基準はそれぞれのフォーマットの推進企業がソフトに

どれだけコミットしているかであり、それがその企業の真剣さの程度を表わし

ていると考えられていた釦九

パイオニアとVHD陣営の企業を比べると、前者は全社的にVDに注力してい

たのに対し、後者はVTRとVDの二足のわらじを履いていた。ゆえに、パイオ

ニアの方が、 VDに対するコミットメントの程度が高かったと予想される。そ

れゆえ、パイオニアの説得が他社を引きつけ、 LDが業界標準になることがで

きたのであろう 。

4専有可能性 ・市場構造・市場成果

(1)専有可能性と市場構造

このようにして自社フォーマットを採用する企業を増やせば、たしかに自社

のフォーマットが事実上の業界標準になるかもしれない。 しかし、それはとり

もなおさず、閉 じような製品を供給する直接的な競争相手が増えることを意味

し、ゆえに同一フォーマット内の競争が激化することになる。激しい価格競争

が繰り広げられる結果、フ庁ーマット開発企業は開発費用を回収できなくなる

かもしれない。かえって他社が開発したフォーマットが公開されるのをまって

いた方が、見返りが大きかったかもしれない。ゆえに、システムを供給する企

医"日本経済新聞、 1980年10月l日を参照。

別目立に対する筆者のヒヤリングによる。
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業は、序章で指摘したように、競争が激しくなるのを避けるために他の競争企

業を排除するように行動すると、業界標準が決まらずに市場が成長せず、逆に、

多くの企業が追随すると、業界標準は決まるが決定後の競争が激化するために、

市場の成長にともなって得られたであろう大きな利潤を手に入れることができ

なくなる、という基本的なジレンマに直面することになる。

このジレンマ状況を回避するためには、なんらかの手段によってイノベー:ノ

ョンから生じる利益の専有可能性を高めなければならなし、町二 たとえばフォー

マット開発企業は、フォーマットを公開する際に結ぶ契約において、ライセン

ス ・フィーの設定に工夫を凝らすことによって、そのフォーマットを採用した

企業があげる利潤の大半を獲得することができる。理論的には、採用企業があ

げる利潤と等しい固定的なライセンス・フィーを設定することによって、採用

企業の製品供給についての意思決定を歪めることなく、フォーマット開発企業

はイノベーションから生じる利潤のすべてを専有することが可能となる(Tirole、

1988)。 しかし現実には、フォーマットを採用した企業があげる利潤を事前に

予想するのは難しいので、そのような契約を結ぶのは困難である。また、 RCA

とフィリップスがファミリ一作りを競っていたときのように、競合するフォー

マットがある場合には、ライセンス ・フィ ーの引き下げ競争が生じるためにイ

ノベーションから生じる利潤を専有することはできない。

それ以外の専有可能性を高める方法としては、先にファミリ一作りの手段と

してあげたOEM供給が考えられる。OEM供給を積極的に行なえば、行なわな

い場合に比べて他社ブランドで販売される分だけ生産量が大きくなる。ゆえに、

規模の経済や経験効果が働く産業であれば、 OEM供給をした方が生産コストが

下がり、より大きな和rJi闘を挙げることが可能になる，...。また、 OEM供給をす

るために生産能力を拡充すれば、市場の広がりに合わせて生産能力を容易に増

出 ，Teece(198ηも同犠な指嫡をしており、専有可能性の程度を組み込んだ意思決定

のフローチャートを描いている。

H 実際、パイオニアのコスト競争力がたいへん強いことを物語る事実がある。た

とえば、 1989年にソニーが初めて10万円を切る88，000円のLDを発売したとき、パイオ

ニアは2カ月後に79，800円のCLD-l∞を投入して対抗し、勝利をおさめた。また、 1990
年5月にソニーが69，800円の新製品を発表したときには、パイオニアは同じBに間価格

の製品で対抗した。このようにパイオニアは、価格競争を挑まれでも、容易に対抗で

きるように見える(日経ビジネス、 1990.11.5)。
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やすことができるので、結果として市場を先占めし、他社が独自に生産能力を

備えるインセンティブを弱めることができる。さらに、ライパル企業とOEM契

約を結ぶことによって、その発注情報から、相手企業が市場の規模、成長につ

いてどのような予測をもっているか、そのなかで自社の 7 ーケットシェアをど

れくらいにしようとしているか、といった相手企業の販売戦略を推測すること

ができるというメリットもあるa"。

ただし、当然OEM供給を行なう企業には、供給先が自社生産に切り替えたと

きに生産能力が余剰になってしまうというリスクが生じる。 したがってOEM供

給を行なう企業は、そのリスクを考慮しながら生産能力を拡充していかなけれ

ばならない。

もう lつの専有可能性を高める方法は、補完的な部品を独占的に供給するこ

とである引。。そうすることによって、たとえ当該部品では競争が激しいため

に利潤をあげられなくとも、当該部品の売上が増大することによって独占的地

位を保っている補完的部品の需要を拡大させ、補完的部品の事業から大きな利

潤をあげるという仕組みを作ることが考えられる。

VDの事例でいえば、もっとも重要な補完財はディスクであり、その市場を

支配する ことによって専有可能性を高める方法は、まさしく RCAが意図してい

たことである。パイオニアも、先に述べたように、自社フォーマットの採用企

業を増やすために、積極的にソフト事業に対するコミットメントを行なってい

る。その結果、 LDをプレーヤーとディスクからなるシステムと見なした場合、

つぎのような市場構造が形成された。

LDをシステムとみなすと、その:ノステムの構成部品を供給する企業の活動

は、大きく分けて 3つに分れる(図 3-6参照)。いわゆる、ソフト ・ソフト、ソ

フト・ハード、ハードである。ソフト・ソフトを担当する企業は、映画会社や

レコード会社といったソフト継利者からLD化権を獲得したり、映画等を自社

伊筆者のパイオニアに対するインタビュー調査による。

四この戦略の古典的な例は、ジレットのとった行動である。ジレットは、ひげ剃

り自体の価絡を低く設定しながら、その補完財である替え刃の事業から大きな利潤を
獲得していた。Scherer(1992)は、このような戦略を!ttyingstrategy"と呼んでいる。また、

柴田(1991)は、 LDにおけるパイオニアやCDにおける・ノニーがこの戦略をとって成功し

たと指摘している。
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図3・6:システムとしてのLD
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制作する。また、そのソフトの色合いや音声をLDに適するように調整・編集

してマスターテープを作成する。ソフト・ハードの活動は、マスタリング工程

とレプリケーゾョン工程とに分れる。マスタリング工程とは表面にピットが刻

まれたスタンパーを作る工程であり、レプリケーション工程とはスタンパーの

信号を転写してディスクを作る工程である。ハードとはもちろんプレーヤーの

製造である。

これら 3つの事業は、実質的に 1つの会社で行われる場合もあるし、それぞ

れ独立した会社によって分業される場合もある。たとえばパイオニアの場合、

プレーヤーの製造はノマイオニア本体が行っている。ソフトの企画・制作は、

100%子会社であるパイオニアLDCが行っている即 1。マスターテープから、ス

タンパーを作り、ディスクを量産するのは、やはり 100%子会社のパイオニア

ビデオである。出来上がったディスクは、再びパイオニアLDCに納入され、

LDCがレコード底等に流通させる(図 3・7参照)。

以上 3つの事業のそれぞれの市場権造は、以下の通りである。まず、プレー

ヤーは、主要なAVメーカーが製造している。 しかし、 iLDならパイオニア」

というブランド・イメージの高さもあって、パイオニアが50%前後のマーケッ

トシェアを握っている(図 3・8参照)。

プレーヤーよりもパイオニアの市場地位が高いのは、ソフトの企画・制作・

流通面である。ソフトの企画・制作は、内外の主要な映画会社 ・レコード会社

といった権利ホルダーが行っている。また、パイオニアLDCも一部自主制作し

ている。タイトル数は、現在14，000-15，000ぐらいである。このうち、 LDCレ

ーベルのものは全タイトルの50%ぐらいを占めていると予想される。また、

LDCの流通網にのる他レーベルの販売枚数も含めると、その割合はさらに高ま

る(図 3-9参照)。

ソフトの企画・制作や流通面でパイオニアが優位に立っているのは、ソフト

を鑓っている映画会社とパイオニアとの関係の強さに拠るところが大きい。ソ

フトについては、当初ノfイオニアは映像事業部で行なっていたが、 1981年 3月

にソフトの企画 ・製作会社としてレーザーディスク株式会社(LDC)を設立し、

四マスターテープの実際の編集は、さらに別の子会社に行わせている。
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図3-7 : LDの分業形態
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図3-8 : VDプレーヤーのマーケットシェア
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図3-9 : LDソフトのマーケットシェア
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エンターテイメント性の高い映画を中心にディスク化を進めていった。まずパ

イオニアは、 1980年に、米国の 7大メジャーの lつである20世紀FOXと日本

市場向けVD用映画の独占契約を結んだ目二同時に、松竹や東宝などの邦画の

会社とも契約を結んだ出九さらにその後、他の 7大メジャーである MGM、

RCA、ワーナーブラザーズ、ディズニー、パラマウント、ユニバーサルについ

ても、 LD化の権利を次々と獲得していった。

もちろんLD化の権利は永久ではないし、排他的でもない。契約期間は 5年

程度である。しかし、映画の場合、 一部の名作を除けば売れる期間が公開後1

-2年に限定されるので、この程度の契約期間で十分である。また、 売れるソ

フトの数は限られており、初期にはパイオニアがその大半のLD化権を獲得し

た。さらにそこで挙げた実績、および安定的なディスクの供給能力によって、

パイオニアはソフトのホールダーに信頼に足る相手と恩われるようになり、そ

の結果パイオニアは、ますますLD化権を巡る競争で有利な立場に立つことが

できたのである。

ソフト・ハードの製造工程は、さらに集中が進んでいる(表 3-2参照)0LD 

ソフトとCDソフトの工程はほとんど同じであるが、 LDソフト市場への参入が

少ないのは、要求される精度がCDソフトに比べて格段に高いからであるとい

われる。CDはデジタル音声であるために、 100倒のピットのうち数個の欠落が

あっても、プレーヤーで補正できるので問題ないのに対し、 LDは画像がアナ

ログであるために、プレーヤーによる補正ができないので1つの欠落も許され

ない。 したがって、その分歩留まりが悪くなる。UPCにおいてソフトを分担す

るはずであったMCAがディスクの量産でつまずいたことや、それを支援しよ

うとしたIBMも問題を解決できなかったことが、その重量しさの一端を表してい

るであろう。それに対してパイオニアは、甲府工場に半導体のクリーンルーム

並の設備を備え、ディスクを生産した。そのほかいくつかの工夫を凝らすこと

によって、ディスク生産の歩留まりが90%を超えるほどになった。また、 VD

の生産ラインは、組立工程が主体の通常のAV(音響・映像)機械工場と異なり、

四日経産業新聞、 1980年12月15日を参照。

伊日本経済新聞、 1980年12月27日を参照。
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表 3・2: LDソフトのプレス工場の月産能力

社名 工場所在地 月産枚数日枚)

パイオニア・ビデオ 甲府 お0

クラレ 鹿島 25 

CBS・ソニーグループ 大井川町 30 

東芝EMI 御殿場 15 

日本コロムビア 川崎 20 

日本光ディスク 甲府 10 

出所 日経エンターテイメント、 1990.7.18

注)より最近のデータでは、パイオニアが月産400万枚、ソニーカ哨万枚といわれている(富士シ

ステムリサーチ、 r・92メディアソフトマーケティング便覧J)。また、以上の数値は公称能力
であり、パイオニア以外の企業は歩留まりが低いために実際の能力は上記数値よりも低いと予

想される。
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クリーンルームの設備やVD用の金型が必要で投資がかさむといわれている出~

この技術面での難しさと投資の大きさが、 LDソフト市場の参入障壁の lつで

あると考えられる。

もう 1つの参入隊壁は、生産能力の最小最適規模と、需要の伸びの関係から、

結果的にパイオニアが市場を先占めしてしまったことである注目。LDソフトへ

の参入は、マスタリング機械の能力から月産30万枚ぐらいが適当といわれてい

る。それに対して、需要の伸びは少なくとも当初はそれほど高くなかった。 し

かし、パイオニアはリーダー企業として積極的に設備投資を行なわざるをえな

かった。ゆえに、結果的には、パイオニアが常に先に余剰能力を抱えているよ

うな状態であり、潜在的な参入者ーが参入を恩いとどまってしまうことになると

考えられる。

以上の諸要因のために、 LDの市場機造はかなり集中が進んでいる。とくに

プレーヤーよりもソフトの市場におけるパイオニアの地位は絶大であり、 CD

ソフトと比べても、その高さは際立っている(図 3-10参照l)。ゆえに、パイオニ

アは、自社フォーマットを事実上の業界標準にしながらも、補完財の市場を支

配することによって、イノベーションから生じる利潤の専有可能性を維持する

ことができたと考えられるのである。

(2)市場構造と市場成果

このように、 LDの市場はパイオニアの専有可能性を高めるような構造であ

り、もしLDが普及すればパイオニアは大成功をおさめたであろう 。 しかし、

VDの普及率は依然として10%前後に低迷している。 VDの普及を阻害している

要因がフォーマットの乱立だけであれば、事実上の業界標準が決定した後は

普及が急速に進むはずである。LDの優位がすでに決定的になっていた1988年

に日本電子機械工業会が出した 「日本電子機器圏内市場の中・長期展望」によ

酔 1990年度のパイオニアの設備投資額が急増したことについて、日経産業新聞

1990年5月24日では、このように説明されている。

間余剰生産能力による参入阻止については、 D凶 t(1980)を参照されたい。たとえ

ば富士システム ・リ サーチの 『・92メディアソフトマーケティング便覧』によれば、

1991年には日本で2560万枚のディスクが販売されたが、パイオニアのディスクの月間

生産能力は約400万枚である。
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れば、 VDの普及率は1992年には23.8%になり、その実現可能性は90%以上と

考えられている。ところが実際には、 LDの普及はなかなか進まない。もちろ

ん、急速に普及するという予想自体が見込み違いであったのかもしれない。た

だしVDには、システムの普及の問題を考える最に注目すべき次のような特徴

がある。

先に、 VDとVTRとの競合の問題に触れたが、 VTRはVD発売以降一定 して高

い成長率を享受しているわけではなく、 1985年ぐらいからその伸びが鈍化して

いる(図 3・5参照)。 したがって、この時期にはパイオニア以外の企業もVDに

カを入れたのではないかと思われる。また、これらの企業は、 VTRをテレビ番

組の録画用、 VDを既成ソフトの再生用というように用途によってすみ分けを

し、両方の事業から収益をあげることも可能だったはずである。ゆえに、 VTR

が存在するためにプレーヤーの供給企業がVDに力を入れられないといった妥

因の重要性はかなり低下しているのではないかと思われる。実際プレーヤー自

体は、 5万円前後にまで価格が低下しており、プレーヤーが普及を妨げている

とは考えられない。

ただし、プレーヤー以外の要因が、業界標準となったLDが既成ソフトの再

生機器としてVTRに取って代わるのを妨げている可能性がある。その妥因は、

LDソフトの種類の少なさと価格の高さである。VTRは、レンタル・ソフト ・

ビジネスの隆盛もあり、多様なソフトが出回っている(図 3-11参照)。また、

価格についても、買い取りではLDソフトの方が安いものもあるが、 VTRソフ

トにレンタルがあることを考えれば、 LDソフトは割高である。ソフトがこの

ような状況であれば、プレーヤーの価絡がいくら下がっても、ソフトとプレー

ヤーの組み合わせであるシステムの魅力は小さくなってしまうのである。

それでは、なぜLDソフトの価絡が下がらず、多様性が抑さえられてしまう

のであろうか。それは、 LDをプレーヤーとソフトからなるシステムとみなし

たときの市場権造に原因があると考えられる。そこで、システムの市場につい

て、その市場構造と市場規模の関係を簡単なモデルを用いて考えてみよう 。

システム市場の構造と成果については、 Matutes;Regibeau(1988)が、システ
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図3-1 1 : VTRとVDのソフト・タイトル数の推移
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資料 日本ビデオ協会統計調査
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ムの各構成部品を独立企業が供給する場合に、部品聞に互換性のある場合とな

い場合とで、システムの多様性や価格がどのように異なるかを調べている。ま

た、 Economides;S alop(1992)は、それと同じようなアプローチで、システムの

機成部品が独立した企業によって供給されるか、複数の部品を作る統合された

企業が供給するかなど、いくつかの場合分けを行なって比較分析している。た

だし彼らの分析は、それぞれの企業が供給する財について対称的な場合に限定

されている。そこで以下のモデルでは、ある企業が占有可能性を高めるために

補完財市場を支配している場合、すなわち片方の企業だけが複数の異なる部品

を統合しているような非対紘的な場合を含めて比較する。

(i) 3つの市場構造と均衡価格

まず、 A、B2つの構成部品からなるシステムを考えよう 。voでいえば、 A

はプレーヤ一、 Bはディスクと考えればよい。それぞれの部品には、差別化さ

れた 2つのプランド l、2があるが、各部品聞には互換性が保たれているとす

る。 したがって、消費者はA1B1、A1B2、A2B1、A2B2という 4つのシステム

から自分の好みに応じて選択することができる。議論を簡単にするために、各

部品の限界費用は Oであるとする。各供給企業は、自社の利潤を最大にするよ

うにそれぞれの価格を定める。部品川の価絡をPi(i; 1、2)、部品Bjの価格をqj

u ; 1、2)とすれば、システムAiBjの価格(sij)はつぎのようになる。

s ij ; Pi + qj 

この 4つのシステムはお互いに代替財なので、たとえばシステムA1B1に対

する需要(011)は、それ自身の価格sllが上昇すれば減少し、他の 3つのシステ

ムの価格s12、s21、s22が上昇すれば増大する。以下では、分析を簡単にする

ために、つぎのような線形の需要関数を想定する tt"。

四 Economid田;Salop(1992)では、 011; a -bSl1 + cSI2 + dS21 + eSz2という線形の需

要関数を用いて分析をしている。しかし、本章で用いられる形の方が分析が容易であ

るし、それぞれの交差効果が等しいという仮定はそれほど奇妙な仮定であるとは思わ

れないので、本章ではこのような関数を用いることにする。
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11 
D
U
(511、512、521、52U= a -b511 + c512 + c521 + c522 

a、b、C>O

ただし、各システムの価格が等しく上昇した場合、所得効果を考えれば各シ

ステムの需要は減少するので、 b> 3cという関係が成り立っているとする。ま

た、他のシステムの需要関数も、同様につぎのように表すことができるとする。

n12:;;;D12(S1'h S1 ' ~ S "'l"'~ 5..，，) ¥512、511、522、521)

D21 =D21(5~ ，_ 5~~_ 5，，_ 5 ，~) 、521、522、511、 12)

22 _ ，，22 、
D~~ = D~~(522 、 521 、 512 、 511)

また、各部品に対する需要は、ゾステムの需要関数から導くことができる。

たとえば部品A1は、システムAIBIとシステムA1B2の両方に使われるので、部

品川に対する需要(D
Ai)は、

Ai "il "i2 DA1 = Dll + D 

と表すことができる。

以上のような想定ものとで、 3つのタイプの市場構造を考えてみよう(図 3-

12参照)0 1つは、 A、Bそれぞれの部品を全く異なる企業が供給している場合

である。これを非統合(non-in tegrat i on)状態と呼ぼう。 2つめは、部品AとBの

両方を供給している複数の企業が争っている場合である。これを対称的統合

(5ymmet口C integration)状態と呼ぼう 。最後は、部品Aでは複数の企業が競争

しているが、その内の 1つの企業が部品Bを独占的に供給している場合である。

これを、支配的統合(dominantintegration)状態と呼ぼう 。以下では、まずそれ

ぞれの権造のシステムの市場における均衡価格を導出し、それにもとづいて市

場規模を比較する。

まず、 4つの企業がそれぞれ、 A1、A2、BI、B2を 1つずつ供給している非

統合状態を考えよう 。4社の利潤はそれぞれ、

Al _ "，11 ， ，..，12、
日=Pl(DU + Da ) 
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A2 _ _ m21 n22 rr ~~ = P2(DU + D~~) 

rr Bl = ql (D11 + D21) 

日B2= q2(D12 + D22) 

となる。たとえばAlを供給している企業の利潤最大化条件は、

AL，_ nll n12 _m11 nll n12 n12 
a rr~' / àp l = DU + DH + Pl(DU 1 + D

U

2 + DHl + D
H
2) 

11 n12 =D" + D<L  + Pl(ー2b+ 2c) 

= 2a + 4(-b + c)p 1 + 4cP2 + (ーb+ 3c)ql 

+ (ーb+ 3c)q2 = 0 

となる。ただし、 D'Jkは、:ノステムAjBjの需要関数をそのk番目の独立変数で

偏微分したものである。同犠にして、他の 3社についても利潤最大化の条件を

求め、その4つの 1階の条件を解くことによって、非統合状態における均衡価

格(pN、qN、SN)を求めることができる。すなわち、

pNj = a/(3b _ 7c) (j = 1、2)

qN
j 
= a/(3b _ 7c) 。=1、2)

SNjj = 2a/(3b -7c) (j、j= 1、2)

となる。

つぎに、企業 lがAlとBlを、企業2がA2ともを供給する対祢的統合状態を

考える。それぞれの財の悶には互換性があるので、顧客は片方の企業から両方

の財を購入して組み合わせるほかに、両企業から Iつずつ財を購入して組み合

わせることもできる。ただし、各企業はこの 2種類の顧客に対して価格差別を

することはできないと考える。 2つの企業の利潤はそれぞれ、

Al nBl _ m11 . n12， • _ m11 . n21 
rr 1 =日+日=Pl(DU + D<L) + ql(D" + D~') 
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日2=rrA2+口B2=P2(021 + 022) + q2(012 + 022) 

と表すことができる。たとえば、企業 lの利潤最大化の l階の条件は、

a rr1/apl = 011 + 012 + Pl(OIII + 0112 + 0
12
1 + 0
12
2) 

"，11 ，....11 ，....21 ，....21 + ql(O"1 + 0"2 + OH3 + Ok'4) 

= 2. + (-4b + 4c)Pl + 4cP2 + 2(ーb+ 3c)ql 

+ (ーb+ 3c)q2 = 0 

11 ....21 _ ，....11 .....11 ， ....12 ....12 a rr1/aql = 0"  + Ok. + Pl(O"1 + 0"3 + 0.k2 + 0.k4) 

11 ， ....11 ， ....21 ....21 + Ql(O"1 + 0"3 + Ok'l + OU3 ) 

= 2. + 2(ーb+ 3c)Pl + (-b + 3c)P2 + (-4b +4c)Ql 

+ 4cQ2 = 0 

である。同様にして、企業 2の利潤最大化条件を求め、それらを解くことによ

s _S _S 
って均衡価格(p 、q、5")を求めることができる。すなわち、

)
 
C
 

勺
，I
 

L
U
 

守
，(
 
/
 
a
 

今
'白

--
e
l
 

cd ny
 

(i = 1、2)

)
 

F
しザ

勾

Jl
 

h
U
 

勺

I(
 
/
 
qa 

弓

L

--j 
ea nu
、

。=1、2)
)
 
C
 

守
，l
 

h
U
 
マ，(
 
/
 
a
 

A
U守

一-1
 

1
 

cu s
 

(i、j= 1、2)

となる。

最後に、企業 1がA1、B1、B2を供給し、企業 2がA2のみを供給している支

配的統合状態を考えよう。すなわち、企業 1が一方の部品を独占的に供給して

いる状態である。 2つの企業の利潤は、それぞれ、

日1= rr Al + rr Bl +日B2= Pl(011 + 012) + Ql(OII + 021) 

12 ， ....22 + Q2(0.k + Okk) 

rr 2 = rr A2 = P2(021 + 022) 
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となる。これまでと同様にして均衡価格(pD、qD、5D)を求めると、

pD 1 = a/6(b -c)、pD2 = a/3(b・c)

qD i = ab/3(b -3c)(b -c) (i = 1、2)

5
D 
11 = 5D 12 = a/2(b -3c) 

D _D 
5'-'21 = 5'-'22 = (2ab・3ac)/3(b-3c)(b -c) 

となる。

(ii)市場規模の比較

以上で、 3つの市場情造のもとでのシステムの価格がわかったので、それを

もとに市場規模の比較を行ってみよう。市場規模は各システムの需要の合計な

ので、

D11 + D12 + D21 + D22 = 4a + (ーb+ 3c)(511 + 512 + 521 + 522) 

である。非統合状態のときの市場規模をDN、対称的統合状態のときの市場規

模をDS、支配的統合状態のときの市場規模をDDとすれば、

DN = 4a + 8a(ーb+ 3c)/(3b -7c) 

DS = 4a + 16a(-b + 3c)/(7b -17c) 

DD = 4a + (7ab -9ac)(-b + 3c)/3(b・3c)(b-c) 

となる。 b>3cという条件に注意して各市場規模を比べると、

DN _ DS =・8a(b-3c)'/(3b -7c)(7b -17c) < 0 

DS _ DD = a(b + c)(b + 9c) > 0 

となり 、対称的統合状態がもっとも市場規絞が大きくなることがわかる。ただ

し、非統合状態と支配的統合状態と比較すると、
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N ~D D" -DU = -a(3b' -20bc + 9c')/(3b -7c)(3b -3c) 

となり、 bの1iRがclこ比べて十分大きいとき、すなわち各システムの代替の程度

が高いときにはDN< DD bの値が3clこ近いとDN>DDとなる。

以上の分析から、システムの普及についてつぎのようなことがわかる。シス

テムの普及は、まず、それを構成する各々の部品の市場における水平的な競争

の程度によって影響される。水平的な競争が激しければ、たとえば価格が低下

したり、多様な製品が提供されることによって、需要が喚起されると考えられ

るからである。上のモデル分析においても、それぞれのケースの部品Bの価格

を比べると、

D _N qUi -q''j = ab/3(b -3c)(b -c) -a/(3b -7c) > 0 (i = 1、2)

D _5 
qU i -q" i = ab/3(b -3c)(b -c)・2a/(7b-17c)> 0 (i = 1、2)

となり、支配的統合状態において独占的に供給される部品の価格は、他の 2つ

の市場構造の場合の部品の価格よりも高い。

また、企業がどの部品を供給するかといった企業の垂直統合の程度も、シス

テムの普及に影響を及ぼす。システムを権威する部品は補完関係にあるので、

νステム市場には一方の部品の価格や多様性が他方の部品の需要に影響を与え

るという外部効果が存在する。もしシステムの構成部品がそれぞれ独立した別

の企業によって供給される場合、それぞれの企業はこの外部効果を考慮するこ

となく自社の利潤を大きくしようと行動する。その結果、各々の部品の価格は、

両社の利潤の合計を最大にするような水準より高くなり、各部品の需要は減少

してしまう町二しかし、もし 2つの部品を lつの企業が供給する場合には、こ

の外部効果を考慮に入れてそれぞれの供給条件を決定することができる。つま

り、外部効果を内部化することができるのである。上のモデル分析でも、

D _D 
P-1・pU2= a/6(b -c) -a/3(b -c)< 0 

F これは、メーカーと小売がそれぞれ独立に価格を設定すると、共同利潤を最大

化するように価格を設定した場合に比べて、小売価格が高くなり、 fiJ潤の合計も減少
するという二重マージン(doublemirginal四 tion)の問題と同じである。これについては、

Tirole(1988)や成生(1990)を参照されたい。
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であり、支配的統合状態においては、統合している企業の部品の方が統合 して

いない企業の部品よりも低価格である。また、

pNj _ pD1 ; a/(3b -7c) -a/6(b -c)> 0 

N _S p"j -P"1 ; a/(3b -7c) -2a/(7b -17c)> 0 

となるので、非統合状態の部品の価格は他の 2つの場合の部品の価格よりも高

いのである。

以上の分析から、システム市場がどのような構造になっているかによって、

各部品内の競争、部品開の統合が各部品の価格に及ぼす影響が異なり、それに

よってシステムの普及の程度が決まることがわかる。非統合状態では、各部品

において部品内の競争は十分行なわれるが、部品問についてはどのプランドも

統合されていないので外部効果を内部化できない。それに対して対祢的統合状

態では、各部品において部品内競争を維持しながら、ブランドごとに統合が行

われることで外部効果を内部化できる。ゆえに、もっとも市場規模が大きくな

る。支配的統合状態では、 一方のブランドについては外部効果を内部化できる

が、もう 1つのブランドについては内部化されていない。また、 一方の都品の

市場が独占状態なので、競争が十分には行なわれない。 したがって、支配的統

合状態では、少なくとも対祢的統合状態よりは市場規模は小さくなり、部品内

競争と部品問統合がどの程度需要に影響するかによって、非統合状態よりも市

場規模が小さくなりうるのである。

LDの場合、プレーヤー市場では多くのAV機器メーカーが競争しているが、

そのなかのパイオニアが実質的にソフトも手掛け、かっソフトの市場をかなり

支配している。 したがって、 LDの市場格造は、上のモデルにおける支配的統

合状態に近いと考えられる。一方CDの場合には、プレーヤーを製造している

ソニーや東芝の関連会社がソフトを手衝けており、ソフトの市場の集中度も

VDに比べればかなり低い。 したがって、その市場構造は対祢的統合状態に近

いと考えられる。

このようにそれぞれの市場構造を当てはめると、モデル分析の結果からLD
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が普及しない原因は、ソフト・ハードの領域における競争の欠如によるLDソ

フトの価格の高さではないかと考えられる。実際、 LDソフトの価格に占める

ディスクの生産費用の割合は26%であるのに対し、 CDソフトのそれは 9-10% 

にすぎなし、(岩測、 1988)。 したがって、ソフトの価格を下げようとしてもなか

なか下げることができなし、。もちろん技術的な条件でLDソフトのコストは高

くならざるをえないが、最近他社の参入によってカスタム・プレスの費用が低

下したことを考えると、この部分での競争の欠如が、 LDソフトの価格低下を

妨げる 1つの要因といえるであろう。パイオニアが独占的な価格をつけている

かどうかはわからないが、少なくとも競争の欠如がディスクの製造コストを低

下させるようなプロセス・イノベーションに対するインセンティブを抑さえて

いると考えられるのである。

さらに、上のモデルには財の多様性は変数として組み込まれていないが、ソ

フト・ソフトの領域における競争の欠如は、品揃えの不足をも招くであろう盗"。

ソフト事業は当たり外れが大きくリスクの大変の高い事業なので、そのリスク

を lつの企業が負うのは無理である。ゆえに、多くの企業が競争して、多様な

品局えを業界全体として実現せざるをえなL、。ところが、 LDソフトの業界は

そのような構造になっていなし、。パイオニア以外の企業がLDソフトのピジネ

スに乗り出さないのは、先に述べたような参入障壁があるからであろう 。ある

いは、初期の市場の混乱によってVDがなかなか成長しなかったために、 VDの

成長可能性に疑問を抱いていたり、すでに普及しているVTRソフトとの競合を

恐れるために、ソフト事業に消極的なのかもしれなし、町二いずれにせよ、 LD

ソフトを手掛ける企業が非常に少ないために、 CDソフトに比べると圧倒的に

供給されているソフトの数が少ない。ゆえに、ハードの魅力も抑さえられて普

別Langlois;Robe巾 on(1992)も、システム市場の機造と成果について、彼念的なモ

デルを作り、とくに産業の初期には試行錯誤による代替的なアプローチを試す必要が

あるので、統合は望ましくないと主張している。彼らが事例としてあげているLPレコ

ードの場合も、コロムピアがライセンス供与を積極的に行なってプレーヤーもレコー

ドも多くの企業に作らせ、プレーヤーの価絡が下がり、多様なレコードが出回ったた
めに、両者を専有しようとしたRCAとの競争に勝利し、 LPレコードは急速に普及した。

四たとえば、 LDソフトはVTRソフトよりもレンタルに向いていると思われるが、

それが行なわれないのは、ソフトのホールダーがVTRのレンタル ・ソフトへの影響を

考えて反対しているからだといわれている。これは、パイオニアに対する筆者のイン

タビューによる。
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及が進まないと考えられるのである(図 3・13参照)。

このように、 LDソフトの企画・制作およびディスクの製造の市場集中皮が

かなり高いために、ソフトの多様性や価格の引き下げを促すような競争が欠如

し、それゆえLDというシステムの魅力が抑さえられている。換言すれば、フ

ォーマット推進企業が、とくにソフトの領域でドミナントでありすぎるために、

かえってLDの普及が進まないと考えられるのであ 。

たしかにフォーマット推進企業は、補完財の市場を支配することによって、

イノベーションから生じる利潤の専有可能性を高め、先に指摘したジレンマ状

況を回避しようとする。しかし、この方法がうまくいくためには、

-競争の激しい部品の価格弾力性が大きい。

-独占的地位を維持している部品の価格弾力性が小さい。

. 2つの部品が密接不可分である。

・独占的地位を維持している部品への参入障壁が高い。

といった条件がなければならないといわれている(Porter、1985)0LDの場合に

は、後半の 2つの条件は満たすものの、前半の 2つの条件をおたしているかど

うかわからない。とくに補完財において多様性が重要であり、そのために様々

な企業による創意工夫が不可欠であるような場合には、この方法は、支配的企

業にとってはよいが、製品それ自体の普及にとっては好ましくないかもしれな

L、。

では、フォーマット推進企業がソフト事業にそれほどコミットメントを行わ

ずに、弱い立場を保持すればよかったのであろうか。問題はそれほど簡単では

なし、。なぜなら、パイオニアは、自社のフォーマットの採用を促進するために

信頼性を確保する必要があり、そのために自らソフトをてがけざるをえなかっ

た。つまり、フォーマット間競争を勝ち抜くために、ソフト事業に対するコミ

ットメントが必要不可欠だった。パイオニアがソフト事業で支配的地位にある

のは、そのコミットメントのために誰よりも先にその市場で一定の地位を獲得

し、それゆえ先行者の優位性によって参入障壁が形成された結果だからである。

したがって、フォーマット推進企業は、他の供給企業の行動に与える影響、利

潤の専有可能性、システム市場の権造を同時に考慮しながら、行動してし、かな
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ければならないのである。

V.小括

これまで本章では、互換性や業界標準といったことがその普及に大きな影響

を及ぼすシステムとしてVDを例に取り上げ、その普及過程で個々の企業がど

のような行動をしているか、その結果どのような市場構造が現われたか、市場

がどのように成長したかを議論してきた。その議論を通じて、 VDの普及を阻

害した要因は、事実上の業界標準が定まる前、すなわちフォーマット悶競争の

フェ ーズにおいて複数のフォーマットが存在していたために生じた市場の混乱

と、事実上の業界標準が決定した後、すなわちフォ ーマット内競争のフェ ーズ

での非対称的な市場情造であることが示唆された。

既存の理論的研究が指摘するとおり、 VDの場合も、フォーマットが複数あ

るときにはどのフォ ーマットが支配的になるかが不確実なので、その:ノステム

の将来性についての予怨が歪められ、普及が進まなかった。ただし、従来の研

究はたしかに予想の重要性を指摘してはいるが、 その多くは消費者の購入の意

思決定が他の消費者の購入についての予想に依存するというものであり、具体

的にはそのシステムのユーザー数について消費者が抱く予想であった。 しかし、

本章の分析を通じて主張されるべき第 1のことは、あるフォ ーマットを推進す

る企業が、消費者の予想形成に影響を及ぼすような行動をとることができると

いうことである。消費者は、当該産業のハー ドやソフトの供給企業の行動にも

とづいて予想を形成する面がある即う それゆえフォ ーマット推進企業は、なん

らかの行動によって他の供給企業の予想や行動に影響を与え、それを通じて消

費者の予想に影響を与えることができるのである。

本主主では、フォ ーマットを開発 ・推進するVD供給企業の行動のなかで、直

接的に他企業の予想形成に影響を与えたと思われるものをいくつか指摘した。

即3マイクロプロセッサーの買い手が、あるデザインにセカンド ・ソースが存在す

るか否かで、そのデザイノが (将来の)標準になるかどうかを予想することは、これに

類似している。Swan(1987)を参照。
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その行動のなかには、単なる声明とコミット j ントをともなう説得があり、後

者の方が予想形成には重要な役割を果すと考えられた。これらの行動の結果、

当初フォーマットが乱立していたYD業界でも、事実上の業界標準が決定され、

市場が立ち上がったのである。

ところが同時に、フォーマットの推進企業の行動が後のシステムの市場構造

を非対称にしてしまうことがある。たとえば、補完財事業に対するコミットメ

ントの結果、フォーマット推進企業が補完財市場において支配的な存在になっ

てしまう場合である。このような市場構造のもとでは、補完財の市場における

競争が欠如し、システム全体、あるいはそれを構成する各部品の市場規模が小

さくなり、普及が妨げられてしまう。

ここで注意しなければならないことは、この非対称な市場構造をもたらした

企業の行動が、普及を妨げていた第 lの妥因、すなわち複数のフォーマットの

乱立による市場の混乱を解消しながら、自ら利潤をあげるためにとられたとい

うことである。ゆえに、システムの普及や市場成果は、フォーマット推進企業

やその他の供給企業の行動、供給企業や消費者の予想、ゾステムの市場構造と

いったいくつかの要因によって規定されるだけでなく、これらの要因が循環的

に結び付いているということが、本章の分析を通じて主張すべき 2つめの こと

である。すなわち、行動が予想に影響を及ぼすとともに市場権造を規定し、そ

れらが市場成果を決め、市場成果によって再度予想が形成されるのである(図

3 -14参照)。

ゆえに、フォ ーマットの開発・推進企業は、競合するフォ ーマットの強さ、

補完財市場を支配したときの利潤、システムの普及の程度、他社の反応、構成

部品の性質などを総合的に考慮して、コミットメントの程度を決めなければな

らない。場合によっては、あえて独立のソフト供給企業を育てることも必要と

なろう出〕また、他のハー ド供給企業にソフト事業も統合して行ってもらう

国 2先にあげたレコード業界のコロムピアのほかにも、このような行動によって成

功している例はある。たとえばアメリカのワークステーゾョン産業で協進しているサ

ン・マイクロシステムズは、自社ではチップの製造を行なわない。サンは、スパーク・

チップのアーキテクチャーを何社かの半導体メーカーにライセンス供与し、そこから

チップを購入している。この市場構造は、非統合状態に近いといえるかもしれない。
ワークステーション産業については、 悶1位制1=Mowery(1991)を参照されたい。
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ように配慮することが必要となるのかもしれない 。このように考えると、シ

ステムを普及させるにあたって、個々の企業には競争と協調の微妙なバランス

が要求されるのである。
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終章 業界標準 ・産業発展 ・競争戦略

1業界標準と産業の発展

これまで、日本の産業で現実に起こった事例をもとに、業界標準の決定局面

と企業問の競争や産業の発展について議論してきた。事例として取り上げられ

た3つの産業は、通信機器、酒類(ビール)、AV機器であり、お互いあまり関連

性がないように恩われる。また、業界標準といっても、その意味や決まり方は

3つの産業でそれぞれ異なる。ファクシミリの場合には、業界標準がCCITTと

いう公的機関による勧告という形で決められたのに対し、ビデオディスクの場

合には、市場での競争を経て決まる事実上の業界標準であった。ビールの場合

には、消費者の人気を博したスタンダードな製品という意味で、業界標準とみ

なしうるものである。 しかし、これらの産業は、いずれもユーザー数の多さが

製品の魅力に影響を与えるという意味で、ネットワーク外部性が働く産業であ

ることが共通している。それゆえ、これらの産業では、業界標準の決定がその

後の産業の発展や競争の行方に重要な影響を及ぼす。 したがって、それぞれの

事例から得られた示唆は、業界標準をめぐる企業行動を考えるうえで容考にな

ると思われる。

まずファクシミ リ産業を事例として取り上げた第 1章では、インスト ール

ド・ベースや業界標準の決定が個々の企業の競争優位性に及ぼす影響について

議論した。ファクシミリ産業では、初期の需要を獲得した企業が、通信範囲が

広いという理由で、異なる企業の製品問に互換性がない間は市場を支配してい

た。ところが、業界標準が決定して互換性が保たれるようになり、それを契機

に競争環境が変わり、同時に技術の世代交代が起こると、そのリーダー企業の

支配的地位は崩れてしまった。

この産業の分析から、ある企業が早期に大きなインスト ールド ・ベースを抱

えることは、ネットワーク外部性が働く産業では、その企業に競争優位性をも
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たらすが、業界標準が決定して互換性が維持されるようになると、その競争優

位性は消滅してしまうことが確認された。また、リーダー企業が、インストー

ルド・ベースにもとづく競争優位性以外に、初期に需要を獲得することによっ

て様々な競争優位性を械築しでも、業界標準の決定を契機に、それらの強みが

機能しないようなそれに企業を取り巻く環境が変化してしまう場合があること

が指摘された。さらに、インストールド・ベースは、それを有した企業に短期

的には競争優位性をもたらすが、技術の世代交代が起こるような長期的スパン

で考えると、次の世代の技術開発へのインセンティプを弱め、技術の世代交代

が起こったときにその企業の地位を危うくさせるかもしれないことが示唆され

た。ファクゾミリ産業におけるリーダー企業の地位の動揺は、業界標準の決定

によるインストールド ・ベースにもとづく競争優位性の消滅、競争環境の変化、

インストールド・ベースの技術開発に対する負の影響が総合されて生じた現象

と考えられる。

第 2章では、ビール産業を取り上げて、業界標準を変化させるような新製品

を市場に導入した下位企業の競争優位性の維持可能性について議論した。かつ

てビールは、苦味の強いものがスタンダードであると認識されていた。それゆ

え、自社製品が苦味の強いビールの典型であり、本物のビールであるという評

判を確立した企業が、長い間市場を支配していた。また、ビール産業には様々

な規模の経済が働くので、リーダー企業は下位企業の挑戦をことごとく跳ね返

すことができた。ところが、ある企業が既存のスタンダードとは異なるタイプ

の新製品を発売したことを契機に妓争が激化した。その結果、そのタイプのビ

ールの需要が急速に拡大し、そのセグメントで勝利した企業が大きくマーケッ

トシェアを伸ばした。

ビール産業では、業界各社の動きによって、どの製品が注目されるかが決ま

ると考えられる。マーケットシェアの変動をもたらした新製品も、 1つの企業

だけが供給したのではなく、リーダー企業やその他の企業が追随したために、

その製品の認知度が高まり、需要が急拡大したのである。このような産業では、

業界各社が一致して新たな製品を供給し始めると、既存製品の業界標準として

の地位が動揺したり、業界標準そのものが変化してしまう場合があることが指
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摘された。

ただし、下位企業が新製品を最初に発売することによって当初成功しでも、

豊富な経営資源を有するリーダー企業の反撃があれば、その競争優位性を維持

することが困難であると通常は考えられる。しかし、新製品とリーダー企業の

既存製品との代替関係の強さによっては、下位企業の競争優位性が維持される

ことが示された。 リーダー企業が強力な既存製品を有している場合、下位企業

がそれとある程度の代替関係を有する新製品を発売すると、リーダー企業にと

っては、容易に追随できてもその新製品を発売して反撃をしない方が望ましい。

新製品での競争の激化が、既存製品から獲得できる利潤を減少させてしまうか

らである。その場合には、たとえリーダー企業が反撃をしても、新製品からの

退出費用が小さければ、リーダー企業は早晩反撃の手をゆるめたり新製品から

撤退し、下位企業の競争優位性が維持されることが示された。

第3章では、ビデオディスク産業を事伊!として、事実上の業界標準の決定局

面における個々の企業の行動、その結果現われる市場構造、製品の普及の関係

について考察した。ビデオディスクは、多大な期待をともなって筆拐したが、

普及のテンポは予想外に遅い。その原因は、まず、複数のフォーマットの乱立

であった。序章で述べた理論的研究が示唆するように、ビデオディスクにおい

ても、当初複数のフォーマットが乱立したために消費者の買い控えが起こり、

製品の普及が妨げられたことが確認された。ただし、当初の消費者の予想が悲

観的であるからといって、その製品が全く普及しないとは限らなし、。あるフォ

ーマットを事実上の業界標準にしようとする企業は、当該財の他の供給企業や

補完財の供給企業に働きかけ、それを通じて消費者の予想に影響を及ぼし、市

場を立ちあげることができることが指摘された。他社への働きかけには、ライ

センス供与、 OEM供給、単なる声明、コミットメントをともなう説得など様々

なものがあるが、説得に対する信頼性やイノベーションから生じるレントの専

有可能性という長で、それぞれ異なる意味を有していると考えられた。

さらに、事実上の業界標準が決まったにもかかわらず製品が普及しないのは、

その市場構造に原因があるのではなし、かと考えられた。ビデオディスクという

システムの市場は、システムを織成する財の一方がある企業によって支配され
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るような構造になっいる。このような市場構造は、 一方の財を支配した企業に

とっては好ましいが、システム自体の普及を阻害することが示された。ただし、

このような市場構造が現われたのは、事実上の業界標準を作ることで市場の混

乱を解消して製品を普及させるために、ある企業が補完財市場に早期に乗り出

したからである。したがって、各利害関係者の予想、企業行動、市場構造、市

場成果(製品の普及)は循環的に結びついるので、個々の企業の行動はたいへん

難しく 、企業の私的インセンティプに任せると、製品が普及しない場合がある

ことが示唆された。

以上の 3つの分析から、業界標準と産業の発展に関してわかったことをまと

めると次のようになる。まず、業界標準の決定は、消費者がその製品の普及に

対して楽観的な予想を形成するのを助けることによっ て、製品の普及を促進さ

せる。ファクシミリの普及のスピードは、業界標準が決定する前と後ではかな

り異なっている。また、製品の普及は、業界標準が決定した後に競争が激しく

なることにも起因しているであろう。ファクシミリについては、とくに高速機

の業界標準が決定してから価格が急速に下がった。また、標準規格を逸脱しな

い範囲で、様々な製品革新競争が行なわれたために、機能も向上している。 ビ

ールについても、ドライビールにおける広告 ・販売促進競争は大変激しかった。

このような競争の激化が需要を後押ししたことは疑いない。望ましい製品が業

界標準になるか否かは別にして、業界標準の決定は、消費者の予想の混乱を回

避し、さらに競争の激化を通じて産業の発展に寄与すると考えられる。

一方、技術進歩という観点から考えると、業界標準の決定がそれに寄与する

か否かは議論がある注1。ファクシミリ産業やビデオディスク産業では、業界標

準の決定後も、各々の企業はその業界標準の中で競争に勝ち抜こうとする。先

に見たように、業界標準決定後の激しい競争を勝ち抜くために、あるいは急激

な価格低下を少しでもやわらげるために、細かな機能の向上、他社製品との差

別化に努力が注がれるからであろう。ただし、ファクシミリ産業で見たように、

既存の技術を一変させるような技術の変化に対しては、インストールド ・ベー

スを抱えた企業は消極的になってしまう 。ゆえに、もしある企業が早期にマー

即 Gabel(198ηを参照。
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ケットシェアを拡大して自社製品を事実上の業界標準にしてしまうと、その企

業から技術革新が生まれず、新規参入企業に主要な役割を期待せざるをえない

かもしれない。この点は、ファクシミリに限らず、伊lえばアメリカのPBX産業

や、コピー機産業でも見られることである。業界標準と技術進歩の関係を議論

する場合には、既存技術の範囲内での進歩なのか技術体系そのものを変えてし

まうような進歩なのか、あるいは新技術にもとづく製品が既存製品と互換性が

保たれるのか否かを分けて考えることが必要となろう由 。

2.業界標準と銑争戦略

つぎに、業界標準が偶々の企業の競争優位性に与える影響を考慮し、企業の

競争戦略について得られた示唆をまとめておこう。 1つは、ネットワーク外部

性が働くために業界標準の決定が企業間競争の行方に重要な影響を及ぼす産業

においては、自社製品を業界標準にするためにライバル企業との協力的な行動

が重要となるということである。もう 1つは、協力的な行動がとられるために、

自社の競争優位性を維持していくことが同時に必要となるということである。

先にみたように、ネットワーク外部性が働く産業では、消費者の予想の自己

成就メカニズムが働く 。すなわち、消費者が普及すると予想.する製品は、実際

に普及して業界標準となる。同時に、業界標準の決定は、消費者に楽観的な予

想を形成させ、市場の拡大をもたらす。逆に、業界標準が未決定であると、消

費者は買い控えをするために市場が立ち上がらなくなるのである。ただし、消

費者が抱く予想は所与ではなく、企業がそれに対して影響を及ぼすことができ

る。消費者は、供給企業がどのような行動をとるかによって異なる予怨を形成

する。とくに、業界の動向がどのようであるか、どれだけの企業が lつの方向

で一致しているかが、予想形成にはきわめて重要だからである。ビール産業に

おいて、意図的であったか否かは別にして、リーダー企業が下位企業の挑戦に

反応して類似の新製品を発売して鍛争に参加したために、そのタイプの製品に

出世代聞の互換性をめぐる問題については、 Dhebar(1991)を参照されたL、。
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対する消費者の認知度が高まり、業界標準の変化をもたらしたことが、それを

表しているであろう。

業界の動向が消費者の予想形成に影響を及ぼし、それが製品の普及を規定す

るとすれば、自社の製品を業界標準にしようとする企業にとって、他のライバ

ル企業が自分と閉じ製品を供給してくれることが望ましい。そうすれば、消費

者はその製品が将来支配的になると予想するからである。 ビデオディスク産業

において、自社の製品を事実上の業界標準にしようとする企業がとった行動は、

当該財の他の供給企業や補完財の供給企業を説得し、その行動を介して消費者

の予想形成に影響を及ぼす行動である。その過程では、技術の公開やライセン

ス供与が行なわれ、積極的な他社への働きかけが行なわれていた。これは、通

常の産業で想定される競争戦略の原則、すなわち他社より早期によいものを、

しかも排他的に(模倣されないように)開発・供給することが望ましいといった

考え方とは明らかに異なり、競争相手との協力的な側面が強調される行動であ

る即 。ネットワーク外部性が働く市場で競争する企業にとっては、このような

予想に対して影響を及ぼす行動をとることが重要となるのであり、そのために

綬争相手との協力的な行動が特徴的な企業行動の 1つとなるのである即 。

このように、業界標準が重姿な役割を演じる産業において、 ライバル企業と

の協力的な行動がとられるとすれば、同時に個々の企業の競争優位性の維持可

能性が問題となる。もちろん競争優位性の維持可能性は、いかなる産業で競争

する企業にとっ ても重要な問題であるが、業界標準が重要な役割lを演じる産業

では、協力的な行動が取られるがゆえに個々の企業に序章で述べたような基本

的なジレンマが生じるので、とりわけ重要となる。基本的ジレンマとは、繰り

返していえば、激しい競争を避けるために他の競争企業を排除するように行動

すると、業界標準が決まらずに市場が成長しないが、多くの企業が同じような、

即他社に模倣されないようにするという考え方は、Cav田=Po尻町 (1977)の移動隊壁

という慨念に典型的に表れているであろう。また、他社よりも早期に動いて逆転され
ないような優位性を獲得するという考え方は、 MacMill加 (1983)の先取り戦略(preemptive

strategy)のもとになっている。

即もちろん、業界標準の決定だけではなく、開発投資の分散、開発時間の短縮、

イノベーションの源泉獲得のため、開発コストの削減やリスク分散といった理由から、

企業聞の協力関係をいかに構築するかは今後の重要な問題となるであろう。これにつ

いては、例えばTe配 e(1989)を参照されたし、。
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あるいは自社製品と互換性のある製品を供給すると、業界標準は決まるが、業

界標準決定後の競争が激化するために、市場の成長にともなって得られたであ

ろう大きな利潤を手に入れることができない、ということである。そもそも業

界襟準が決定しなければ製品が普及しないとすれば、協力的な行動をとって自

社製品を業界標準にしながら、激化する競争においても維持可能な競争優位性

を構築しておくことが、このような産業で行動する企業にとって肝要となるの

である。

ビール産業の分析からは、既存製品で支配的なリーダ 企業が対抗しない方

が望ましいようなところにポジショニングされる新製品を出すことによって、

下位企業でも競争優位性を維持できることが示された。 ビデオディスク産業に

おけるフォーマット推進企業は、補完財の市場を支配することによって、当該

財の市場で競争が激化して需要が伸びれば、それにつれて補完財に対する需要

も伸び、それによって利益があがるような仕組みを作るこができた即。 それに

対してファクシミリ産業では、結果としてリ ーダー企業は維持可能な競争優位

性を創り出すことができなかったと考えられる。 リ ダー企業は様々な競争優

位性を構築していたが、それらは業界標準が決定して競争環境が変化すること

によって弱められた。さらに、新技術が生まれ、それが早期に旧技術に取って

代わったために、新技術においては鍛争優位性を構築できなかったり ーダー企

業は、支配的地位を失ったのである。

ただし、競争優位性を構築するとともに、業界標準を作るために他社への働

きかけを行わなければならないとすれば、企業の行動には微妙なタイミングが

要求される。業界標準が早期に決まれば、それだけ早く市場が成長するであろ

う。 しかし、企業が競争優位性を栂築するためにある程度の時聞が必要である

とすれば、競争優位性が構築される前に業界標準が決まってしまうと、せっか

く市場が成長しでも、そのメリットを他社と分け合わなければならない。1980

年代以降のファクシミリ産業は、これに近い状態かもしれない。逆に、競争優

位性を構築してから業界標準を作ろうと思っても、他社が協力してくれないか

国ただし、ビデオディスクが今後成長したとき、他社が補完財市場に参入できな

いかどうかは定かでない。
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もしれない。また、業界標準が決まるまでに時間がかかりすぎると、悲観的な

予想が蔓延して市場が立ち上がらなくなるかもしれない。ビデオディスク産業

はこのような状況にあるとも考えられる。

また、業界標準が決まる前に市場を支配していた企業は、その行動が業界標

準の決定に大きな影響を及ぼすので、業界標準決定後の自社の競争優位性を考

慮して行動しなければならない。ファクシミリ産業の場合には、中速機を基盤

としていたリーダー企業が、高速機の開発に遅れてしまい、業界標準が決定し

てその他の競争優位性が崩れると、その支配的地位が揺らいでしまった。 ビー

ル産業では、リーダー企業が追随したためにドライビールに対する消費者の関

心が高まり、リーダー企業は既存製品との競合を考えると有効な反撃が行なえ

なかった。ファクシミリ産業においてリ ダー企業が次世代技術の開発に遅れ

てしまうことと、ビール産業のリーダー企業にとって反撃しない方が望ましい

ということは、とちらも既存製品と新製品とのカニパリゼーションが生じるこ

とと関係している。 しかし、ファクシミリ産業の場合には、中速機から高速機

へのシフトは時間の問題だったかもしれないが、ビール産業の場合には、 ドラ

イビールへの需要のシフトは、リ ーダー企業が追随したから起こったのであり、

生ビールのときのようにリーダー企業が静観していれば、急激な変化は生じな

かったかもしれない。ゆえに、リーダー企業は、その行動が市場にどのような

影響を与えるかを考慮しながら、下位企業の行動に対応しなければならないの

である。

このように、業界標準をめぐる競争では、ライバル企業との協力的な行動が

とられ、それゆえ自社の競争優位性を持続させることが重要となる。また、企

業は、自社の競争優位性の変化に留意しながら、他社からの働きかけに対して

反応しなければならない。このような複雑の企業聞の相互作用が見られる業界

標準の決定局面を分析することは、従来の競争戦略論が企業関の相互作用を明

示的に扱ってこなかったという指摘を考えると、重要な意味がある制。とりわ

け、ライバル企業の合理的な意思決定にもとづく反撃を明示的に考慮に入れた

出この指摘は、Kreps=Spence(1985)による。また、 Weigelt=MacMillan(1988)も、フッ

トボールの試合で片方のチームの得点だけを聞いてどちらのチームが勝ったかを決め

るようなものである、という比喰を用いて閑犠の指摘をしている。
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うえで競争優位性がどの程度維持可能かを議論することは非常に重要な研究課

題となる町 。

戦略の競争優位性の維持可能性に関しては、様々な点で議論が可能であろう 。

たとえば、従来の戦略論でも、外部環境の分析とともに、自社の強み・弱みの

分析が行われている刷 。これは、企業のもつ強み・弱みに応じて、最適な戦略

が異なると考えられているからである。 したがって、ある企業の戦略が成功し

たからといって、ライバル企業がすべてその戦略を模倣できるとは限らない。

ライバル企業には、模倣を行なうだけの経営資源が不足している場合もあるか

らである。この場合に当該企業の競争優位性が維持されるのであれば、その維

持可能性の源泉は経営資源の多寡という企業聞の非対祢性である。この源泉は、

重要な経営資源が希少な場合に重要であろう目。ただし、業界標準をめぐる競

争では、協力的な行動がとられて技術が公開されるとすれば、技術という企業

の強みを形成するもっとも重要な経営資源の lつにおいて企業問で差異がなく

なることになる。 したがって、経営資源の多寡という源泉は、相対的に重要性

を失う 。

本稿ではむしろ、企業の行動順序や既存の市場地位の違いといった企業関の

非対弥性に注目し、そのような非対称性が存在する場合に、企業がライバル企

業の反撃を考慮に入れたときにどのような意思決定を行なうかを分析した。こ

のような企業問の相互作用を組み込んだ分析は、序章で述べたように、 「新し

い産業組織論Jにおいて、様々な形でモデル分析が行なわれている巴¥した

がって、競争優位性の維持可能性に関する研究を一層発展させるためには、「新

しい産業組織論」の成果を利用することが有効であろう 。具体的には、従来の

競争戦略論において有効であると考えられてきた戦略や具体的事例について、

町同様の指摘がGhemawat(1986)に見られる。

国例えば、 AbeU=H叩 unond(1979)を参照されたい。

回 Bamey(1986)を参照されたい。また、経営資源が競争優位性の源泉であるという

考え方を発展させたものとして、最近"r田 ourcebased view of the日rm"と呼ばれる一連の

研究が行われている。これについては、たとえばWernerfeJt(1984)を参照されたい。

匹。例えば、先行者の優位性の研究では、経験効果についてはSpence(1981)、

Lieberman(1984)を、余剰生産能力についてはSpe肌 e(1979)、市場の先占めについては

SchmaJensee(1978)..技術開発についてはGiJbert=Newbery(1982)、Eaton=Lipsey_(1979λ

Dixit (1980)を、スイッチング・コストについては悶emperer(198η、F町 eIl=Shapiro(1988)

を参照されたい。
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「新しい産業組織論Jのモデルの特徴である、どのように自社の行動がライバ

ル企業の行動に影響を与えて相互作用が起きているか、その際どのようなコミ

ットメン トがどのように行なわれたか、それを可能にしたasymmetryはなにか、

というような ことを検討すれば、現実の企業にとっ てより具体的な示唆が得ら

れるかもしれない.."。

本稿でとられた研究スタンスも、基本的にこの方向に沿ったものである。と

くに、業界標準の決定局面では複雑な相互作用が現われるために、業界標準を

めぐる競争は、このような方向で競争戦略についての研究を発展させるために

格好の素材であったと考えられる。ビデオディスク産業では、フォーマットの

推進企業が行なったコミットメントをともなう行動が、後の市場権造に影響を

及ぼした。また、ファクシミリ産業やビール産業においてかつてのリ ーダー企

業が苦戦する原因も、以前にその企業が行なったコミットメントが逆に制約と

なっているために、有効な行動・反撃がとれなかったからである。このように、

本稿の分析では、随所に 「新しい産業組織論」の成果が生かされている。この

ような研究方向は、今後さらなる発展が期待できるであろうし、本稿でその可

能性を示すことができたと思われる注目 。

現在様々な産業において業界標準の行方が取りざたされているし、これから

もますます注目されるであろう。ゆえに、企業聞の相互作用が産業の発展やそ

こで繰り広げられる競争の行方に重要な影響を及ぼすケースが増えると思われ

る。そのような場合、企業は、業界標準の決定の行方、自社の競争優位性の維

持可能性、製品の普及といった様々な問題を考慮に入れながら、他企業との協

力 ・競争関係の構築に細心の注意を払わなければならないであろう 。

出 1たとえば、 Ghemawat(I991b沖、 Smithet aJ.(1992)、Ch叩 eta1.(1992)は、この方

向に沿った研究である。

陸"Shapiro(1989)も同様の指摘をしている。
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